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論 文 要 旨 

学籍番号 82233464 氏 名 原田 笑壽 
 

論 文 題 目： 

スマートシティにおける住⺠・来街者の意向を考慮した個⼈情報の取得とサービスの 

提供のあり方に関する提案 

－渋⾕スマートシティを例としたコンジョイント分析の活用を通じて－ 

（内容の要旨） 
2018年から「デジタル技術を活用して、都市インフラ・施設や運営業務等を最適化し、企業や生活者

の利便性・快適性の向上を目指す都市」を指す“スマートシティ“の実現を目指す自治体が急速に増加

した（2018年時の取り組み自治体は7つだったが、2024年現在では50以上の自治体が取り組んでい

る）。また政府（総務省）の方針では2025年までに実装地域数を100にすることを目指している（新・

経済財政再生計画「改革工程表2020」において）。 

 このように政府や自治体がスマートシティ推進に積極的な理由としては、スマートシティが実現すれ

ば「交通渋滞の緩和」「防犯体制の強化」「効率的なエネルギー供給」「迅速な防災対策の構築」など

多くの利点が挙げられるからだ。一方でスマートシティはデータを集積・利活用することで利便性の向

上は見込まれるものの、「監視によるプライバシー侵害」のリスクも発生する可能性が出てきたり、

（居住者を含む）来街者の中にはデータを取得されることに抵抗感を感じる人もいる。さらに一部の地

域では来街者の同意なくデータを取得したり活用している場合がある。 

 そこで本研究では来街者は「どんなデータを取得されることに抵抗があるのか」「どのような条件・

活用法のためならデータを取得されても良いか」について知るために調査・分析を行う。研究方法は全

国の20代〜50代以上の男女約1000人を対象にインターネット調査を実施し、「年代別」「来街目的別」

でどのようなスマートシティが好まれるのかを分析し、来街者の意向を反映したスマートシティの在り

方を提案する。 

 研究手法には、多様な対象者の選好を多様な要素の組み合わせにより把握できるコンジョイント分析

を用いた。その結果、年代別、来街目的別、介護別では異なるタイプのスマートシティを好むことが確

認された。また年収、学歴、お子様のいる方といない方、シュワルツの価値観別では同様のスマートシ

ティを好むことも確認された。 

 また本研究の妥当性を確認するために有識者の方に外部評価を行った。そこでは「ビジネスに応用可

能な有益な分析結果」と評価されたが、調査項目の限定性や定性情報の不足、他のスマートシティ要素

への配慮が課題とされた。次のステップとして、調査範囲の拡大とデータ提供意向に関する深掘りが求

められる。 

 結論としては、本研究はスマートシティにおける個人情報提供の条件や住民・来街者が優先するサー

ビスを明らかにし、利用者のプロファイルに基づいた具体的な選好を把握することで、実務への応用可

能な知見を提供した。また、個人情報提供に伴うプライバシーの懸念とデータ活用による利便性向上の

バランスをとるための方策を提案し、住民満足度の向上とスマートシティの取り組みをより効果的にす

る施策を示した。 

 

キーワード（5 語） 

スマートシティ、パーソナルデータ、住民意識調査、 

プライバシー 、コンジョイント分析 
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Abstract 
 Since 2018, the number of municipalities aiming to realize “smart cities,” defined as “cities that utilize digital 
technology to optimize urban infrastructure, facilities, and operational tasks to enhance the convenience and 
comfort of businesses and residents,” has increased rapidly. While only seven municipalities were engaged in 
smart city initiatives in 2018, more than 50 municipalities are currently involved as of 2024. Furthermore, under 
the government’s (Ministry of Internal Affairs and Communications) policy, the number of implemented regions is 
targeted to reach 100 by 2025, as outlined in the “New Economic and Fiscal Revitalization Plan: Reform Time 
Schedule 2020.” 
 The proactive promotion of smart cities by the government and municipalities stems from the numerous 
advantages associated with their realization, including “mitigation of traffic congestion,” “strengthening of crime 
prevention systems,” “efficient energy supply,” and “establishment of rapid disaster response measures.” 
However, while the aggregation and utilization of data in smart cities may lead to improved convenience, they 
also bring the risk of “privacy violations through surveillance.” Additionally, some visitors, including residents, 
may feel resistance to having their data collected. In certain regions, data is sometimes collected and utilized 
without the consent of visitors. 
 In light of this, this study investigates questions such as “What types of data collection do visitors resist?” and 
“Under what conditions and uses would visitors accept data collection?” The research involved an internet survey 
conducted with approximately 1,000 men and women aged 20 and older across the country, analyzing 
preferences for smart cities by “age group” and “purpose of visit.” The study aimed to propose a vision for smart 
cities that reflect the intentions of visitors. 
 The research employed conjoint analysis, a method capable of identifying preferences across diverse 
combinations of factors for various participants. The analysis revealed that preferences for different types of 
smart cities vary by age group, purpose of visit, and caregiving responsibilities. Conversely, similar preferences 
were observed among participants based on income, education level, whether or not they had children, and 
differences in Schwartz’s value orientations. 
 To validate the study’s findings, external evaluations were conducted by experts. The analysis was praised as 
providing “valuable results that are applicable to business,” but limitations were noted, such as the narrow scope 
of survey items, a lack of qualitative information, and insufficient consideration of other smart city elements. For 
the next phase, the expansion of the research scope and a deeper investigation into the motivations for data 
provision are necessary. 
 In conclusion, this study clarified the conditions under which personal data is provided in smart cities and the 
services prioritized by residents. By identifying specific preferences based on user profiles, the research offered 
practical insights applicable to real-world scenarios. Moreover, the study proposed measures to balance privacy 
concerns with the convenience of data utilization, thereby presenting strategies to improve resident satisfaction 
and enhance the effectiveness of smart city initiatives. 
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第1章 序論 

 「スマートシティ」とは、ICT などの新技術や官民のさまざまなデータを活用し、社

会、経済、環境の各側面から、人々により良いサービスと生活の質を提供する都市や地域

を指すものである（内閣府が発行する「スマートシティガイドブック」）。第 1 章では、

本研究の背景を調査データおよび先行研究から抽出し、スマートシティにおける個人情報

取得および活用に関する住民や来街者の意識の課題を明確にするとともに、本研究の目的

を述べる。そして、本研究内で使用する重要語の定義を行った後、本研究全体の流れを述

べる。 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 スマートシティの推進 

近年、国内外でスマートシティの推進が顕著となっている。日本でも、政府

が掲げる『新・経済財政再生計画』1の方針がある。この計画では、2025年ま

でにスマートシティを日本全国で 100地域に実装することを目標としており、

自治体の積極的な参画が促進されている。具体的には、自治体ごとにスマート

シティの導入に向けた計画が策定され、その進展が全国規模で広がっている。 

この増加傾向は今後も続くと予測されており、地方自治体が中心となってさ

らなる推進が進む見込みである。これにより、地域社会における利便性の向上

や持続可能な都市運営が期待されている。また、政府の支援を受けることで、

情報通信技術やデータ利活用を活用した都市づくりが加速し、スマートシティ

のモデルケースが全国的に広がることが見込まれる[1]。 

スマートシティの構築の前段階においては、地域が共通して活用する機能を

集約し、さまざまな分野のサービス導入を容易にする IT システム、すなわち

「都市 OS」を導入する場合がある。これにより、都市内外から収集されたデー

タを活用し、地域課題の解決や地域ビジョンの実現を目的としたサービスを提

供することが可能となる。スマートシティは、都市 OSを基盤として、データ

の連携・活用を通じて住民に最適化されたサービスを提供する都市であり、都

市 OSとスマートシティは密接に関連している[2]。 



 

 2 

 

 

 

図 2都市 OSの導入地域の推移 

「内閣府「新経済 財政再生計画 改革工程表 ２０２３」[1] 

図 1国内におけるスマートシティ関連事業の選定エリア 

内閣府 HP「スマートシティ 関連事業の選定結果」[3] 
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1.1.2  スマートシティを推進する利点 

 スマートシティの推進は、ICT やデータ活用を基盤とし、都市や地域が抱える多様な課

題を解決するとともに、新たな価値を創出する取り組みである。これにより、社会、経

済、環境の各側面において持続可能な都市づくりが期待されている。具体的には、交通渋

滞の緩和や事故防止を目的としたスマートモビリティの導入や、医療データの統合を通じ

た遠隔診療の実現により、住民の日常生活の利便性と安心感を向上させることが可能であ

る。また、観光データの活用や地元商業のデジタル化を通じて地域経済を活性化させると

ともに、再生可能エネルギーの利用拡大やエネルギー管理の効率化により、環境負荷を大

幅に軽減することができる。さらに、行政手続きのデジタル化や IoT センサーによる災害

情報のリアルタイム提供を通じて、行政サービスの迅速化と効率化を図ることが可能とな

る。これらに加え、高齢者の移動支援や健康モニタリングを支える技術、住民間の情報共

有を促進するコミュニティアプリの活用により、社会的包摂が強化される。さらに、スマ

ート街路灯やデータ解析を活用した都市計画によって、インフラの効率的な運用と新たな

公共サービスの提供が可能となり、都市の機能性が大きく向上する。これらの取り組み

は、住民一人ひとりに対して具体的な恩恵をもたらすとともに、持続可能で包摂的な未来

の都市像を実現する基盤となるものである[4][5][6][7]。 

 

1.1.3  スマートシティにおける課題 

 スマートシティの実現には多くの課題が存在しており、その克服が不可欠である。ま

ず、都市における異なる ICT 技術やデータプラットフォームの統合が不十分で、全体的な

効率化やサービス提供に支障をきたしている点が挙げられる。また、都市データのリアル

タイム解析が難しく、短期的な意思決定が長期的な戦略と結びつかない状況が見られる。

さらに、データ統合や可視化が十分でないため、計画の質が低下するリスクがある。加え

て、ICT を活用した新しい都市ガバナンスの整備が求められる一方で、既存の仕組みとの

整合性が課題となり、データ収集や利用におけるプライバシー侵害の懸念も顕在化してい

る。 

 市民参加の不足も重要な課題であり、スマートシティの設計や運用における市民の関与

が限られているため、民主的な意思決定が阻害されている。さらに、技術の進展に伴うデ

ジタル格差の拡大も懸念される。エネルギーと環境問題では、ICT 導入に伴うエネルギー

消費の増加や環境負荷の高まりが課題であり、持続可能性を高めるためのエネルギー効率

向上策が必要とされる。加えて、自然災害やサイバー攻撃といったリスクへの対策が不十

分であり、不確実性や予測困難な課題への対応が求められている。 
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 また、スマートシティの導入にかかる初期投資や運用コストが高額であるため、特に地

方自治体にとっては経済的負担が大きく、持続可能なビジネスモデルの構築が課題となっ

ている。モビリティや交通の最適化に関しても、リアルタイム交通データの活用が進んで

おらず、新しい交通手段やネットワーク設計の導入が十分に行われていない。都市構造や

土地利用の観点では、既存インフラが新しい技術と十分に連携できていない点や、都市開

発における土地利用の最適化が遅れている点が課題である。さらに、ICT への過剰依存に

よる都市機能の脆弱性や、技術トラブルが都市全体に与える影響の大きさも無視できな

い。 

 これらの課題の中でも特に、「プライバシー侵害」の問題は、スマートシティの基盤と

なるデータ収集や活用に直結する重要な論点である。本研究では、この「プライバシー侵

害」の課題に着目し、データ収集と市民の信頼性の両立を実現するための取り組みについ

て検討を行う。これにより、住民の安心感を確保しながらスマートシティの持続可能な発

展を目指す[8]。 

 

1.1.4 スマートシティにおけるプライバシー侵害について 

 スマートシティの推進においては、住民や訪問者の多様なパーソナルデータが収集・活

用されるため、プライバシー侵害のリスクが高まる可能性が指摘されている。具体的に

は、センサーやカメラ、IoT デバイスを通じて収集されたパーソナルデータが適切に管理

されない場合、個人情報の不適切な収集・利用によりプライバシーが侵害される恐れがあ

る。また、当初の目的以外でデータが利用される目的外利用や、サイバー攻撃や管理ミス

による漏洩・不正アクセスも懸念されている。特にスマートシティのように多くのデータ

が連携される環境では、一度の漏洩が大規模な情報流出につながるリスクが高い。さら

に、公共空間に多数の監視カメラやセンサーが設置されることで、常時監視されていると

感じる市民がパーソナルデータの不適切な収集や管理に対する不安を抱く可能性もある。

これらの課題に対処するため、総務省は「スマートシティセキュリティガイドライン」を

策定し、サイバーセキュリティ対策やパーソナルデータ保護の重要性を強調している。こ

れらのことからスマートシティの推進と市民のパーソナルデータ保護およびプライバシー

保護の両立が今後重要になってくる[9]。 

 

1.1.5 パーソナルデータを活用におけるユーザーの意識調査 

 パーソナルデータの活用に対して、多くのユーザーが不安を感じていることが、様々な

調査データから明らかになっている。総務省の「令和 3 年版 情報通信白書」によれば、

日本の消費者の 66%がサービスやアプリケーション利用時にパーソナルデータを提供する
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ことに不安を抱いていると回答しており、前年の「令和 2 年版 情報通信白書」ではこの

割合が約 78%にも達している。また、経済産業省の「プライバシーガバナンスに関する調

査」では、多くの消費者がデータ活用の透明性や適切性に疑念を持ち、不適切な利用や漏

洩のリスクを懸念している。さらに、鎌倉市の「スマートシティ推進に関する調査」で

は、パーソナルデータの利活用が進むことでプライバシーの権利が脅かされるとの懸念が

示されており、特に監視社会の到来を心配する声も多く挙げられる。 

 これらの調査結果は、パーソナルデータの活用に対する抵抗感が依然として根強く、特

にプライバシーの侵害やデータの不適切な運用に対する不安が大きな課題であることを示

している[10]。 

 

1.1.6 パーソナルデータ提供に対する抵抗感と条件付き許容の

実態 

 パーソナルデータの提供に対して抵抗感を抱く消費者は多い一方で、利便性やサービス

の向上に役立つ場合にはその提供を許容する姿勢も見られる。総務省の調査によると、デ

ータ提供に不安を感じている人が 66%に上る一方で、約 50%の消費者が「利便性の向上や

必要なサービスのためならデータ提供を受け入れる」と回答している。この結果から、多

くの消費者がデータ提供に対する不安を抱きつつも、利便性の向上や個別サービスを受け

るためにはパーソナルデータの提供を容認する現実的な判断をしていることが分かります

[6]。 

 だからこそ、どのような条件下で、どのような種類のデータを提供してもよいと考えて

いるのかを明確に把握する必要がある。 

 

図 3パーソナルデータ提供に対する抵抗感と条件付き許容の実態 

総務省令和 5 年版 情報通信白書[6] 
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1.1.7 プライバシーの不安が地域選択に影響を与える可能性 

 スマートシティにおいてプライバシーの保護が不十分な場合、住民や来訪者がその地域

を離れる可能性があると指摘されている。その理由として、センサーやカメラ、IoT 機器

を通じて収集される大量の個人情報が適切に管理されなければ、住民や来訪者は常に監視

されていると感じ、プライバシーが侵害される不安を抱くことが挙げられる。実例とし

て、トロントの「サイドウォーク・トロント」プロジェクトでは、広範囲なデータ収集と

監視技術の導入が計画されたものの、住民は過度な監視社会化への不安を強め、反発が大

きくなった結果、プロジェクトが中止された。また、韓国・ソウルにおける「スマートポ

ール」導入事例では、監視カメラ機能に対するプライバシー懸念が住民から強く示され、

一部の地域では機能制限や撤去が行われる事態となった。このように、プライバシー保護

が徹底されないことで行政やサービス提供者への信頼が失われ、住民は安心して生活や活

動ができないと判断し、その地域を避ける傾向が強まる。さらに、過度なデータ収集や監

視が行われることで監視社会への心理的抵抗感が高まり、住民や来訪者は自由やプライバ

シーが守られていないと感じるようになる。だからこそ、住民や来訪者が安心して暮ら

し、活動できるように、彼らの意向を反映したデータ活用やサービス設計が必要である

[12][13][14]。 

1.1.8 日本におけるスマートシティ実現に向けて重要なこと 

 スマートシティを推進するにあたり、住民のニーズを的確に把握することは極めて重要

である。内閣府が公開した「スマートシティガイドブック」では、住民の積極的な参画が

スマートシティの成功に不可欠であると強調されている。住民のニーズを把握すること

で、住民が真に求めるサービスを提供し、生活の質を向上させることができるだけでな

く、プロジェクトの持続可能性を高め、行政と住民の間に信頼関係を築くことができる。

また、住民アンケートやワークショップ、デジタルツールを活用した意見収集などを通じ

て、住民の多様な意見や要望を反映させる取り組みが必要である。 

 さらに、スマートシティの推進では、住民が抱えるプライバシーに対する懸念にも配慮

することが求められる。特に、センサーや IoT 機器を活用したデータ収集が不可欠なスマ

ートシティにおいては、収集するデータの範囲や管理方法について住民の理解と同意を得

ることが信頼関係の構築につながる。プライバシーが軽視されると、住民の不安が高ま

り、プロジェクトの進行が妨げられる可能性がある。そのため、住民の意向や懸念を尊重

し、プライバシーの保護を前提とした取り組みが必要である[5]。 

 以上のことから、今後スマートシティを推進していく上で、住民のニーズを把握するこ

とが重要である。 
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1.2 本研究の目的 

 スマートシティは、都市が抱える課題を解決し、住民や来街者により良い生活環境や利

便性を提供するための重要な取り組みである。しかし、スマートシティの実現において

は、センサーや IoT 機器を活用したパーソナルデータの収集が不可欠である一方、その過

程で住民や来街者がプライバシー侵害への懸念やデータ提供への抵抗感を抱いているとい

う課題が存在する。このような状況にもかかわらず、住民や来街者の意識や具体的なニー

ズを十分に把握する取り組みが不足しているのが現状である。そこで本研究では、住民・

来街者がどのような条件や活用方法であればパーソナルデータの提供に抵抗感を抱かず受

け入れられるのかを明らかにするための意識調査を行い、住民や来街者の抵抗感を減らす

ための指針を示すことを目指す。 

 

1.3 用語の定義 

1.3.1 「スマートシティ」の定義 

 本研究における「スマートシティ」についての定義を述べる。内閣府が発行する「スマ

ートシティガイドブック」が示すスマートシティの定義は、ICT などの新技術や官民のさ

まざまなデータを活用し、社会、経済、環境の各側面から、人々により良いサービスと生

活の質を提供する都市や地域を指すものである。この取り組みは、現在だけでなく将来に

わたって持続可能な形で実施されることを目指している[5]。 

 

1.3.2 「パーソナルデータ」の定義 

 本研究における「パーソナルデータ」についての定義を述べる。内閣府の資料（「スマ

ートシティ用語集」）によれば、パーソナルデータとは個人に関する情報全般を指し、個

人情報、匿名加工情報、個人関連情報といったさまざまな種類が含まれる。個人情報と

は、特定の個人を識別できる情報であり、氏名や住所、電話番号、メールアドレス、顔写

真などが該当するものである。この情報は個人情報保護法の対象となり、適切な管理が求

められる。また、匿名加工情報は、個人を特定できないよう加工されたデータであり、統

計分析やマーケティングの分野で活用されるが、個人が特定されるリスクを完全に排除す

る必要がある。さらに、個人関連情報は、個人そのものを直接識別することはできない

が、他のデータと結びつくことで個人を特定できる可能性がある情報を指し、ウェブの閲

覧履歴や購買履歴、位置情報などが該当する。このように、パーソナルデータは多様な情
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報を含み、デジタル技術の進展に伴いその活用が進む一方で、適切な管理とプライバシー

保護が重要であるとされている[15]。 

 

1.3.3 「匿名加工情報」の定義 

本研究における「匿名加工情報」についての定義を述べる。総務省の「個人情報保護法ガ

イドライン（匿名加工情報）（案）」によれば匿名加工情報とは、個人情報を特定の個人

を識別できないように加工し、かつ元の個人情報を復元できないようにした情報である。

具体的には、個人情報に含まれる記述等の一部を削除すること（当該一部の記述等を復元

できる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む）や、個人識別符

号の全部を削除すること（当該個人識別符号を復元できる規則性を有しない方法により他

の記述等に置き換えることを含む）などの措置が講じられる。この定義は、総務省の「個

人情報保護法ガイドライン（匿名加工情報編）（案）」に基づくものである[16]。 

 

1.4 本論文の構成 

 本研究は以下の流れで構成される。 

 第 2 章では、スマートシティに関連する実態と先行研究を整理する。海外事例（スマー

トシティ以外も含む）や国内事例を取り上げ、それぞれの特徴や課題を明らかにした上

で、既存の先行研究を検討し、本研究の意義や位置づけを明確化する。 

 第 3 章では、予備調査と予備分析を行い、研究対象地域として渋谷を選定した理由を述

べた後、インタビューやワークショップを用いて仮説の基盤を形成する。さらに、重回帰

分析を通じてスマートシティ推進やデータ提供に関する初期的な結果を得る。 

 第 4 章では、本調査の具体的な内容と手法を説明する。多様な対象者のスマートシティ

に対する選好を把握するため、コンジョイント分析を採用し、その手法を設計する理由や

具体的なプロファイル設定について詳細に述べる。また、仮説の設定や分析用の属性と水

準の決定方法を解説する。 

 第 5 章では、コンジョイント分析を用いた本調査の結果を検証する。調査の目的と概要

を述べた後、コンジョイント分析の結果を総合的に考察し、全体的な傾向から年代別、来

街目的別、性別などの属性ごとの特徴を比較分析する。 

 第 6 章では、本研究の妥当性を確認するため、外部評価として自治体調査を実施し、分

析結果と実務的な視点との整合性を検証する。 

 第 7 章では、本研究の結論を示し、全体の流れをまとめた後、研究の成果を整理する。

さらに、属性や水準の設定に関する課題や、実運用上の問題点を指摘し、今後の展望につ

いて述べる。 
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第2章 実態把握と先行研究 

第 2 章では社会調査や先行研究などを基に、日本におけるスマートシティの実態やデー

タ活用における課題について把握した結果を述べる。続いて先行研究を基に、スマートシ

ティにおける住民意識の関係性、データ提供に対する住民の態度、プライバシー保護の重

要性について議論された研究を紹介する。そして、それらを総合したうえで、本研究の目

的を述べる。 

 

2.1 海外の実態 

2.1.1 海外のパーソナルデータ活用における実態 

 パーソナルデータの活用によって利便性が向上したものの、プライバシー侵害の懸念が

生じた事例として、米国の「Personal.com」が挙げられる。このサービスでは、ユーザー

が自身のパーソナルデータを管理し、フォームの自動入力や関係者とのデータ共有が可能

になり、ユーザーの利便性が大きく向上した。しかし一方で、企業の個人データ取扱いが

複雑化し、ユーザーがプライバシーポリシーを読んでも自分のデータがどのように扱われ

るのかを理解しにくくなるという課題が指摘されている。さらに、英国では情報コミッシ

ョナーオフィス（ICO）が提供する匿名化ガイドラインに基づき、パーソナルデータを匿

名化することでプライバシーを保護しながらデータの利活用を進める取り組みが行われて

いる。しかし、匿名化されたデータであっても再識別のリスクが完全に排除されるわけで

はないため、慎重な対応が求められている。これらの事例は、データ活用による利便性の

向上とプライバシー保護のバランスを取ることの難しさを示している[17]。 

 スマートフォンから取得したデータを活用する際にプライバシーが侵害された、または

侵害しかけた事例はいくつか報告されている。アメリカでは、2018 年に Google がユーザ

ーの位置情報追跡を行っていたことが問題視された。ユーザーが「位置情報を無効」に設

定していても、一部のアプリケーションで GPS データや Wi-Fi ネットワーク情報を記録し

ていたことが判明し、透明性の欠如が批判された。この問題は Associated Press の調査

によって明らかになり、Google はデータ収集方法の明示を行う変更を加えた[18]。 

 また、韓国では 2020 年、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策として導入され

た接触追跡アプリが議論を呼んだ。このアプリは感染者との接触を迅速に追跡するため、

スマートフォンから取得した位置情報や移動履歴を活用していた。しかし、これらのデー

タが行政機関によって広範囲に収集されていることが明らかになると、プライバシー侵害
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への懸念が高まり、一部の市民団体から批判が起きた。この事例は、パンデミック対策と

プライバシー保護のバランスがいかに難しいかを示している[19]。 

 さらに、中国発のショートビデオアプリ TikTok では、2020 年頃からスマートフォンの

位置情報が収集され、広告配信やユーザー行動の分析に使用されているとの指摘が相次い

だ。このデータ利用について、Electronic Frontier Foundation（EFF）などのプライバ

シー団体や一部の政府が「収集範囲が過剰で個人のプライバシーを侵害する可能性があ

る」と懸念を表明した。この問題は、アプリ運営者による透明性の確保がいかに重要であ

るかを改めて浮き彫りにしている[20]。 

 これらの事例は、スマートフォンデータの活用が利便性の向上に寄与する一方で、収集

や利用の透明性が欠如するとプライバシー侵害への懸念を招き、住民やユーザーの信頼を

損なう可能性があることを示している。したがって、データ活用においては、収集目的や

利用方法を明確にし、適切な同意を得ることが重要である。 

 

2.1.2 海外のスマートシティ実態 

スマートシティは世界各地で様々な形で展開されており、地域ごとの特性や課題に応じた

取り組みが行われている。 

シンガポールでは、「Smart Nation Singapore」計画が進行中で、高速インターネット

網の整備やデジタル決済の普及、デジタル ID 証明システムの導入が行われている。この

計画は、市民が政策形成に参加できる仕組みを構築し、生活の利便性向上と経済競争力の

強化を両立させている点で注目されている[21]。 

スペイン・バルセロナでは、市民参加型のプラットフォームを活用して交通渋滞の緩和

やエネルギー効率の向上を実現している。公共空間での Wi-Fi 普及や ICT 基盤の活用によ

り、市民がアクセスできる都市データが増え、意思決定プロセスの透明性が向上した。住

民参加を重視する取り組みは、持続可能なスマートシティの構築において鍵となる[18]。 

アメリカ・ニューヨークやサンフランシスコでは、スマートインフラを活用した都市運

営が進められている。ニューヨークでは「LinkNYC」というプロジェクトで無料 Wi-Fi ス

ポットが設置され、観光客や住民がデジタルサービスを簡単に利用できるようにしてい

る。一方で、こうした取り組みではプライバシーへの配慮が必要とされ、データ収集の透

明性を求める声が高まっている[22]。 

ドバイは、中東におけるスマートシティの代表例である。都市全体で ICT インフラを整

備し、行政手続きのデジタル化、交通やエネルギーの効率化を進めている。特に、政府が

あらゆる情報をインターネット上で公開し、透明性と市民サービスの向上を図っている点

が特徴的である。ただし、監視社会化への懸念が指摘されることもある[22]。 
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カナダ・トロント郊外では、「Sidewalk Toronto」プロジェクトが進行していたが、大

量のデータ収集計画がプライバシー懸念を招き、住民や専門家からの強い反発を受け、最

終的にプロジェクトが中止された。この事例は、プライバシーへの配慮が不十分なスマー

トシティ計画がどのような影響を及ぼすかを象徴的に示している[23]。 

韓国・松島（ソンド）では、完全なグリーンフィールドでスマートシティが建設され

た。監視カメラやセンサーの設置が進んだが、過度な監視によるプライバシー懸念が地域

社会の摩擦を招いた。この経験は、技術導入の適切なバランスが重要であることを示して

いる[23]。 

オランダ・アムステルダムでは、オープンデータを活用したスマートグリッド技術が導

入され、生活・仕事・交通・公共施設の分野で効率的なエネルギー利用を実現している。

これにより、都市全体の環境負荷の低減が期待されている[22]。 

フィンランド・ヘルシンキでは、MaaS（Mobility as a Service）アプリを活用し、交

通手段を組み合わせて利用できるシステムが提供されている。この取り組みにより、市民

の移動の利便性が大幅に向上した[22]。 

 これらの事例に加え、『スーパーシティの期待と課題』に記載されているように、スマ

ートシティの成功には市民のニーズを正確に把握し、プライバシーやデータ活用への適切

な配慮が必要である。これらの海外事例は、日本におけるスマートシティ推進の課題解決

に向けた示唆を与えている。 

 

図 4各国のスマートシティの事例 

菊池、武晴「スーパーシティの期待と課題」[22] 
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2.1.3 海外のパーソナルデータ活用の法整備 

 アメリカ、中国、ヨーロッパにおける個人情報取得に関する規制には、それぞれ独自の

特徴がある。 

アメリカでは、連邦レベルで統一的なデータ保護法が存在せず、州ごとに個別の法律が

制定されているのが特徴である。たとえば、カリフォルニア州の「消費者プライバシー法

（CCPA）」では、企業に対し、個人情報を取得する際に事前に通知を行い、データの使用

目的を明示する義務を課している。一方で、同意の取得が必須ではないケースも多く、医

療や金融といった業界ごとの規制が独立して存在するため、一貫性に欠ける部分もある。 

中国では、「個人情報保護法（PIPL）」によって、個人情報を取得する際には明確かつ

事前の同意が必須とされている。同意を得たデータの使用目的や範囲を変更する場合には

再度同意を取得する必要があり、子どものデータ取得には特別な保護が求められる。さら

に、データ収集時には目的を明確にし、正当な理由がない限り過剰なデータ収集は禁止さ

れている。このように、厳格な規制が設けられている一方で、政府へのデータ提供義務が

ある場合があり、国際的な懸念も存在する。 

ヨーロッパでは、「一般データ保護規則（GDPR）」に基づき、個人情報の取得時には明

示的かつ自由な同意が必須とされている。同意がなければデータを収集できず、データ使

用の目的も限定されている。また、データ取得時には利用目的、保存期間、第三者提供の

有無などを詳しく説明する必要がある。さらに、データ主体には「データポータビリテ

ィ」などの権利が付与されており、違反時には企業収益の 4%にも達する高額な罰金が科さ

れる。これにより、消費者権利の保護とデータ取得の透明性が最大限に強化されている。 

 以上のように、アメリカ、中国、ヨーロッパでは、個人情報取得における同意の必要性

や通知義務、取得範囲、罰則、目的変更時の対応に違いが見られる。アメリカは州ごとの

柔軟な規制が特徴だが一貫性に欠け、中国は包括的かつ厳格な規制を行い、事前同意を重

視している。そして、ヨーロッパは消費者中心の厳しい規制を持ち、透明性と消費者権利

の保護において最も先進的であるといえる。このような法整備の違いは、各地域が置かれ

た社会的・経済的背景やプライバシーへの考え方の違いを反映している[24][25][26]。 
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2.2 国内の実態 

2.2.1 国内のパーソナルデータ活用における実態 

 日本国内におけるパーソナルデータ活用に関する実例として、プライバシーが侵害され

た、または侵害の懸念が生じたケースを以下に紹介する。就職情報サイト「リクナビ」を

運営するリクルートキャリア（現リクルート）が提供していた「リクナビ DMP フォロー」

では、学生のウェブ閲覧履歴などを利用して内定辞退の可能性を予測し、企業に販売して

いた。しかし、これらのデータ提供に際して学生本人の同意が得られていなかったため、

個人情報保護委員会から指導を受け、サービスは廃止された[29]。 

 また、ヤフー株式会社が提供した「Yahoo!スコア」も、ユーザーの行動履歴や購買履歴

を基にスコアリングを行い企業に提供するサービスであったが、ユーザーの明確な同意を

得ない形で運用されていた。このため、プライバシー侵害への懸念が生じ、ユーザーから

の批判を受けて約 1 年でサービスは終了した[29]。さらに、「破産者マップ」というウェ

ブサイトでは、官報に公開された自己破産者の情報を収集し、Google マップ上で表示する

表 2 各国の匿名加工情報と同意に関する制度 

安冨潔 「諸外国の個人情報保護制度に係る最新の動向に関する調査研究 報

告書」[27]より筆者作成 
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告書」[27]より筆者作成 
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サービスが提供されていた。このサイトは、デリケートな情報を本人の同意なく公表する

ものであったため、大きな社会的批判を受けて閉鎖されるとともに、個人情報保護法の改

正議論にも影響を与えた[30]。 

 日本におけるスマートフォンから取得したパーソナルデータの活用は、災害時の安全性

向上や観光支援、キャッシュレス決済の促進など、さまざまな利便性向上の事例がある。

例えば、気象庁や自治体が提供する災害情報アプリでは、位置情報を活用し、地震や豪雨

の際にユーザーの現在地に応じた緊急情報を提供しており、迅速な避難行動を可能にして

いる。また、京都市の観光アプリでは、リアルタイムでの混雑状況や周辺の観光地情報を

提供し、観光客の効率的な移動を支援している。さらに、PayPay などのキャッシュレス決

済アプリでは、ユーザーの購買履歴データを基に特定店舗での割引やクーポンを提供する

ことで、経済的なメリットを享受できる仕組みを構築している。 

 一方で、2020 年に厚生労働省が提供した接触確認アプリ（COCOA）では、データ処理の

不備や動作不良により、接触情報の正確性が疑問視され、プライバシー侵害への懸念が一

部のユーザーから表明された。この問題を受けて、開発側は透明性を向上させるためにコ

ード公開や修正を行い、対応を進めた[31]。 

 日本では、パーソナルデータを取得する際には、利用規約やプライバシーポリシーを通

じてユーザーの同意を得ることが一般的である。特に改正個人情報保護法（2022 年）で

は、データ収集の内容や利用目的を明示し、データ主体の同意を得ることが義務付けられ

ている。これにより、ユーザーの権利保護を図るとともに、データ活用に対する信頼性を

高める仕組みが整備されている。 

 これらの事例は、パーソナルデータの活用において、利用者の同意取得やプライバシー

保護が欠如していたことが問題であり、その結果、サービスの停止や社会的信用の失墜と

いった深刻な影響をもたらした。データ活用が社会的利便性を向上させる可能性がある一

方で、プライバシー侵害のリスクを伴うことを認識し、パーソナルデータを活用する際に

は慎重な対応が必要であるといえる。 

 

2.2.2 国内のスマートシティの実態 

ここでは国内 12 エリアのスマートシティの事例を紹介する。 

 

・渋谷スマートシティ 

 渋谷区では、ICT やデータ活用を通じて都市機能の高度化を図るスマートシティの取り

組みを推進している。そのビジョンは、「誰もが安心して暮らせるまち」「多様な人々が

交流し、創造性を発揮できるまち」を目指すもので、地域の特性やニーズに応じたデジタ

ル技術の活用を基本方針としている。2023 年には渋谷駅周辺に 100 台の AI カメラを設置



 

 15 

し、人流データの取得・解析を開始。AI カメラは、防犯対策や交通管理、観光案内に活用

され、犯罪の未然防止や混雑緩和、訪日観光客への効果的な情報提供など、安全性や利便

性の向上に寄与している。 

 さらに、スマートフォンから取得したパーソナルデータも活用しており、人々の移動パ

ターンを分析して都市計画の最適化や公共施設の配置改善に役立てている。また、イベン

ト運営の効率化や商業エリアの活性化にも活用され、消費者の行動データを基に効果的な

マーケティング戦略の立案が可能となっている。 

 これらの取り組みにより、安全・安心の向上、都市機能の最適化、経済活性化といった

メリットが期待されている一方で、課題も存在する。特に、AI カメラやスマートフォンか

らのデータ収集におけるプライバシー保護の必要性が指摘されており、適切なデータ管理

や匿名化の徹底が求められている。また、市民に対して技術導入の目的やメリットを十分

に周知し、理解と協力を得ることも重要である。さらに、AI やデータ管理システムの技術

的課題も解決すべきポイントとして挙げられている。 

 渋谷区のスマートシティへの取り組みは、先進技術を活用した都市課題の解決や住民サ

ービスの向上に向けたモデルケースとして注目されているが、これらの課題を克服するこ

とが、より良い成果を生む鍵となる[32]。 

 

・大丸有（大手町・丸の内・有楽町）エリアのスマートシティ 

 丸の内エリアでは、2030 年の SDGs 達成を目標に、イノベーションとテクノロジーを活

用した持続可能な都市の発展を目指すスマートシティ化が進められている。このビジョン

のもと、大手町・丸の内・有楽町地区（大丸有地区）では、エリアマネジメントと公民協

調を軸に、都市機能の高度化と都市空間の再設計を目指している。具体的な取り組みとし

て、都市のデータを統合・管理する「大丸有版都市 OS」の構築が挙げられ、リアルタイム

のデータ収集と分析による効率的な意思決定やサービス提供が実現されている。また、デ

ジタルツイン技術を活用し、都市空間の可視化やシミュレーションを通じて都市計画や災

害対策の高度化が図られている。 

 さらに、自動運転バスや電動キックボードなど、多様なモビリティ手段の実証実験を通

じて来街者や就業者の移動の利便性向上が目指されているほか、都市のリアルタイムデー

タを活用したエリアマネジメントのデジタルトランスフォーメーション（DX）が進めら

れ、都市全体の快適性や効率性の向上に寄与している。これらの取り組みは、データに基

づく都市機能の最適化やサービス向上、交通混雑の緩和、エネルギー効率の向上などのメ

リットをもたらしている。 

 こちらも渋谷スマートシティ同様に都市課題の解決や新たな価値創出に向けた先進的な

モデルケースとして注目されている[5]。 

 



 

 16 

・柏の葉（柏市）スマートシティ 

 柏の葉スマートシティは、千葉県柏市を拠点に「環境共生」「健康長寿」「新産業創

造」をテーマに掲げ、公・民・学の連携による先進的なまちづくりを進めている。この取

り組みでは、再生可能エネルギーの活用やスマートグリッドの導入により、街全体のエネ

ルギー管理を最適化。エリアエネルギーマネジメントシステム（AEMS）を通じてエネルギ

ーの「見える化」を実現し、平常時の電力ピークカットや災害時の電力供給の安定化を図

っている。 

 また、「住むだけで健康になる街」を目指し、IoT を活用した健康づくり拠点「あ・

し・た」を設置。住民は収集された健康データを基に生活習慣改善のアドバイスを受けら

れるほか、ウォーキングやランニングを促進するためのアプリや交流施設が提供され、健

康増進の環境が整備されている。 

 さらに、新産業創造の分野では、大学や研究機関、インキュベーション施設を集積し、

オープンイノベーションを推進。柏の葉オープンイノベーションラボ（KOIL）では、共有

ワークスペースを活用してベンチャー企業の育成や新産業の創出を支援している。また、

IoT 実証フィールドを整備し、IoT 関連ビジネスの機会創出にも力を入れている。 

 これらの取り組みを支えるのが、公・民・学の連携である。柏の葉アーバンデザインセ

ンター（UDCK）を中心に、行政、市民、企業、大学が対等な立場で協力し、「柏の葉国際

キャンパスタウン構想」を策定。地域特性を活かした持続可能な都市づくりを目指してい

る。 

 柏の葉スマートシティは、エネルギー、健康、産業の分野で先進技術と地域資源を融合

させたモデルケースとして注目を集めている[5]。 

 

・竹芝スマートシティ 

 竹芝エリア（東京都港区）では、「Smart City Takeshiba」プロジェクトとして、先進

的なスマートシティ化が進められている。このプロジェクトは、東急不動産とソフトバン

クを中心に 2019 年からスタートし、東京都が推進する「スマート東京」の一環として採

択された取り組みである。主な施策として、エリア全体に設置された約 1,000 台以上のセ

ンサーやカメラから収集される人流データや交通状況、水位情報などを統合・管理する

「Smart City Platform」を開発。これにより、混雑状況の把握や防災情報の提供など、

効率的な街の運営が可能となっている。 

 また、東京ポートシティ竹芝は、40 階建てのオフィスタワーと 18 階建てのレジデンス

タワーからなる複合施設で、館内には多数のセンサーやカメラが設置され、リアルタイム

データを活用したスマートビルディングとして機能している。さらに、自律走行型配送ロ

ボット「RICE」を活用した配送サービスの実証実験を実施し、非対面・非接触での商品配

送を目指している。加えて、国土交通省の「PLATEAU」プロジェクトの一環として 3D 都市
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モデルを活用し、ファシリティマネジメントや来訪者向けルート案内の実証実験も行われ

ている。 

 これらの取り組みを通じて、竹芝エリアでは訪問者の移動をスムーズにすることで回遊

性を向上させ、人流データを活用した混雑緩和や防災対応の強化が図られている。

「Smart City Takeshiba」は、都市型スマートシティの先進的なモデルケースとして、未

来の都市開発やまちづくりにおける新たな指針となることが期待されている[33]。 

 

・豊洲スマートシティ 

 豊洲エリア（東京都江東区）は、「課題解決＋未来志向型スマートシティ」と「ミクス

トユース型スマートシティ」をコンセプトに掲げ、住民、就業者、来訪者の生活の質

（QOL）向上と地域連携による先進的なまちづくりを目指しています。この取り組みの一

環として、NTT データと国土交通省が協力して「バーチャル豊洲」を構築し、環境センサ

ーから得られる気象情報、人流や交通流のデータ、商業施設の混雑状況などを 3D マップ

上でリアルタイムに可視化しています。これにより、都市の効率的な運営と利便性の向上

を図っています。 

 さらに、「スマートイート」ではエリア内店舗の混雑状況をリアルタイムで提供し、多

言語対応やキャッシュレス決済、クーポン提供などを統合したワンストップサービスの実

現を目指しています。また、「スマート防災」では AI を活用して災害情報の収集・分

析・整理を行い、避難場所や経路の案内など総合的な防災情報を提供するシステムが整備

され、実際に防災訓練も行われています。 

 観光分野では、インバウンド観光客向けに多言語対応音声 AI や XR 技術を活用したスマ

ート観光の実現を目指し、観光施設や店舗の混雑状況、空き情報などを提供する仕組みが

進められています。また、スマートモビリティ分野では、豊洲エリア内でのシームレスな

移動を可能にするオンデマンドモビリティサービスの計画が進行中です。 

 これらの取り組みにより、豊洲エリアはデータ活用と最新技術を駆使したスマートシテ

ィの先進モデルとして、地域全体の利便性と持続可能な都市運営の両立を目指しています

[5]。 

 

・福島県会津若松市スマートシティ 

 福島県会津若松市では、「スマートシティ会津若松」として ICT や環境技術を活用し、

持続可能で回復力のある地域社会の構築を目指した取り組みを進めている。2013 年にスマ

ートシティ推進を掲げて以来、健康、福祉、教育、防災、エネルギー、交通、環境など多

岐にわたる分野での取り組みを展開している。これらの推進には、市、会津大学、AiCT コ

ンソーシアムが連携する体制が整備され、地域社会に貢献するデジタル人材の育成も行わ

れている。 



 

 18 

 具体的には、AI を活用した医療サービス提供による市民の健康増進や、手数料ゼロのデ

ジタル地域通貨「会津コイン」の導入を通じた地域経済の活性化が進められている。ま

た、デジタルとアナログを融合した行政サービスの提供により、市民の利便性向上を図

り、位置情報を活用した「デジタル防災」サービスを展開して災害対応力を強化してい

る。さらに、グリーンエネルギーの地産地消を進め、ゼロカーボンシティの実現を目指し

ており、教育分野では一人ひとりの特性に合わせた子育て・教育環境の整備やデジタル人

材の育成にも注力している。 

 観光分野では、データを活用した地域一体型観光を推進し、観光資源の魅力向上を図る

とともに、2022 年にはデジタル田園都市国家構想推進交付金を活用し、データ連携基盤を

通じた多様なデジタルサービス提供を進めている。 

 これらの取り組みにより、会津若松市は、地域資源と先進技術を融合させた日本におけ

るスマートシティのモデルケースとして発展を遂げている[5]。 

 

・南紀白浜スマートシティ 

 南紀白浜は、和歌山県南部に位置する美しい自然や歴史的な温泉地として知られる観光

地であり、近年、先進的なスマートシティの取り組みを進めています。2019 年からは、

NEC と連携して顔認証技術を活用したサービスを導入。南紀白浜空港では、到着ロビーで

顔をかざすと手荷物の到着予測時間が表示されるシステムや、地域内の店舗や宿泊施設で

顔認証決済が可能となり、観光客の利便性向上に寄与しています。 

 また、「ワーケーションの聖地」として、総務省所管の国立研究開発法人情報通信研究

機構（NICT）と連携し、広域ネットワーク（LoRa メッシュ）を活用したスマートシティ実

証実験を実施。これにより、観光客やリモートワーカー向けの快適な通信環境を提供し、

地域のデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進しています。 

 さらに、南紀白浜エアポートや地元の宿泊施設、テーマパークなどが連携し、観光客一

人ひとりにパーソナライズされたサービスを提供。顔認証技術を活用したおもてなしによ

り、観光客の満足度向上と地域全体の回遊性や消費単価の向上を目指しています。 

 これらの取り組みにより、南紀白浜は IT 技術と観光を融合させ、観光地としての魅力

を高めるとともに、地域経済の活性化を実現しています[34]。 

 

・横浜スマートシティ 

 横浜市は、地球温暖化対策と持続可能な都市づくりを目的に、2010 年に「横浜スマート

シティプロジェクト（YSCP）」を開始した。このプロジェクトは、経済産業省の「次世代

エネルギー・社会システム実証地域」に選定され、民間企業 5 社（アクセンチュア、東

芝、日産自動車、パナソニック、明電舎）と連携して進められている。 
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 YSCP では、一般家庭約 4,200 世帯に HEMS（家庭用エネルギー管理システム）を設置

し、電力使用量の「見える化」や消費の最適化を図る取り組みが行われた。また、約 3 万

7,000kW の太陽光発電システムを導入し、再生可能エネルギーの普及を促進するととも

に、約 2,300 台の電気自動車（EV）を導入して交通分野での CO₂排出削減を目指した。 

 さらに、電気料金型デマンドレスポンスを実施し、ピーク時の電力消費を最大 15.2%削

減する効果を確認。蓄電池や発電設備、EV などを遠隔制御するバーチャルパワープラント

（VPP）の構築も進められ、電力の需給調整に活用する仕組みを実証している。 

 プロジェクトの実証事業は 2014 年度に終了し、2015 年度以降は成果を実装するフェー

ズへ移行。南区総合庁舎のエネルギー連携や横浜スマートビジネス協議会の設立など、公

民連携によるエネルギー循環都市の実現を目指している。 

 これらの取り組みにより、横浜市は日本のスマートシティの先駆けとして、環境に配慮

した持続可能な都市モデルを構築し、次世代エネルギーシステムの実現に向けた重要な役

割を果たしている[35]。 

 

・札幌スマートシティ 

 札幌市では、少子高齢化や人口減少、積雪対策、災害対策といった複合的な都市課題に

対応するため、ICT やデータの活用を通じてスマートシティの実現を目指した取り組みが

進められている。その一環として、国の「デジタル田園都市国家構想交付金」の「デジタ

ル実装タイプ TYPE2」に採択され、総事業費 4 億円の上限額が認められ、地域課題の解決

や地域の魅力向上に向けた事業が展開されている。 

 2023 年には、札幌市スマートシティ推進協議会が設立され、民間事業者との連携を強

化。官民データの協調利用を通じて産業振興や生活利便性の向上を図る取り組みが推進さ

れている。また、高齢化率が最も高い厚別区もみじ台・青葉エリアでは、「新・さっぽろ

モデル」を展開し、地域住民の健康管理や地域情報の提供など、スマートフォンやタブレ

ットを活用したサービスを提供することで高齢者の生活支援や地域活性化を目指してい

る。 

 さらに、観光分野では、オープンデータサイト「DATA-SMART CITY SAPPORO」を開設

し、観光客の人流データや購買データを活用したマーケティング施策を展開。地元企業の

売上向上などの成果も見られる。これらの取り組みにより、札幌市はデジタル技術を活用

した持続可能で快適な都市環境の構築を進めている[5]。 

 

・北九州（福岡県）スマートシティ 

 北九州市（福岡県）は、先端技術を活用した未来都市づくりを目指し、「北九州市・東

田 Super City for SDGs 構想」を提案しています。この構想は、東田地区およびその周辺
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地域を対象に、産学官民が連携して多様な先端技術やサービスの実証・実装を進めるもの

で、地域の課題解決と持続可能な社会の実現を目指しています。 

 特に注目される取り組みとして、自動運転車や配送ロボットの導入を進めています。自

動運転技術では、運転手同乗型や遠隔制御型のシステムを活用し、施設内や公道での実証

実験を実施。これにより、エリア内での周遊性や利便性の向上、さらにはドライバー不足

の解消を目指しています。また、楽天グループやゼンリンと協力し、自動配送ロボットを

活用した商品配送の実証実験を行っています。この取り組みでは、地域住民や公園来訪者

を対象に、物流効率化や宅配貨物量の急増に対応する新たな物流体制の構築が進められて

います。 

 さらに、北九州市では 3D 地図や 5G 通信網といったデジタルインフラの整備も進めてお

り、これらの基盤を活用して先端技術の実証や新たなサービスの提供を目指しています。

これらの取り組みを通じて、北九州市は地域の活性化や住民の利便性向上に加え、持続可

能な社会の構築に向けた重要な役割を果たしています[5]。 

 

・高松（香川県）スマートシティ 

 高松市では、持続可能な都市の実現を目指し、「スマートシティたかまつ」プロジェク

トを推進しています。2017 年 10 月には、高松市と地域企業・団体を中心とする「スマー

トシティたかまつ推進協議会」を設立し、産学民官が連携して地域課題の解決に取り組ん

でいます。その一環として、2018 年には日本電気株式会社（NEC）、香川大学、香川高等

専門学校などと協力し、IoT 共通プラットフォームの実証環境構築に合意しました。この

プラットフォームでは、多様な主体が自由にデータを利活用できる仕組みを目指していま

す。 

 具体的な取り組みとして、防災分野では水位・潮位センサーを設置し、リアルタイムで

データを収集・可視化する「高松市ダッシュボード」を活用し、効率的な災害対策を実現

しています。また、観光分野では GPS ロガーを用いて自転車利用者の移動経路や行動範囲

を分析し、観光施策の立案に役立てています。 

 これらの取り組みを通じて、高松市はデータ活用を基盤とした地域課題の解決と、市民

生活の向上を目指しており、スマートシティの先進モデルとしての発展を続けています

[5]。 

 

・加古川（兵庫県）スマートシティ 

 加古川市では、デジタル技術を活用して地域課題を解決し、市民生活の質を向上させる

「課題解決型スマートシティ」の実現に取り組んでいる。その一環として、市内約 1,500

ヵ所に見守りカメラを設置し、犯罪件数（刑法犯認知件数）の 4 割減少という成果を上げ

ている。また、AI を活用した高度化見守りカメラを新たに 150 台設置し、異常音や車の接
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近を検知して警告することで、歩行者の安全を確保している。さらに、小型タグを利用し

た見守りサービスを提供し、認知症の高齢者や小学 1年生は無料で利用可能となってお

り、スマートフォンを活用した見守りボランティア機能も導入している。 

 市民の利便性向上に向けては、24 時間いつでも利用可能なオンライン申請システムを導

入し、手続きの効率化を図っているほか、市内循環バス「かこバス」の現在地をリアルタ

イムで確認できるシステムを提供し、公共交通の利便性を向上させている。また、スマー

トシティの取り組みやまちづくりに関する市民の意見を募集するオンラインプラットフォ

ーム「加古川市版 Decidim」を全国で初めて導入し、市民参加型のまちづくりを推進して

いる。 

 これらの取り組みにより、加古川市は市民と共に安全・安心で便利なデジタル社会を構

築し、地域の魅力を高めるスマートシティのモデルケースとなっている[5]。 

 

 これらの事例から、スマートシティの取り組みには多くのメリットがあることがわか

る。例えば、防犯カメラや AI 技術を活用することで犯罪の抑止や歩行者の安全確保が実

現され、公共交通や行政手続きのデジタル化により市民の利便性が向上している。また、

市民参加型プラットフォームの導入やリアルタイム情報の活用によって、住民の意見を反

映した持続可能なまちづくりが可能となっている。 

 しかし一方で、スマートシティの推進には多くの課題も存在する。高度な技術やインフ

ラの整備には多額のコストがかかり、財政負担が懸念されるほか、技術の進展に対応する

ための人材育成も急務である。また、プライバシー保護に対する住民の懸念や、デジタル

デバイドによる格差拡大など、社会的な課題への配慮が不可欠である。さらに、産学民官

の連携不足や、市民の理解と協力を得るための施策の不足も指摘されている。 

 スマートシティの実現は社会の利便性向上や新たな価値の創出が期待される一方で、こ

れらの課題を乗り越え、市民にとって安心で信頼できる都市づくりを進めることが求めら

れる。 

 

2.2.3 国内のパーソナルデータ活用の法整備 

 日本におけるパーソナルデータ活用に関する法整備は、「個人情報の保護に関する法律

（個人情報保護法）」を中核として、個人情報の適正な取り扱いや匿名加工情報の利活用

を規定している。個人情報保護法は、個人情報を「特定の個人を識別できる情報」と定義

し、利用目的を明示し、本人の同意を得ることを原則としている。特に、人種や病歴など

の要配慮個人情報の取得には事前同意が必須とされており、目的外利用の禁止や安全管理

措置の義務も課されている。 
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 一方、匿名加工情報については、特定の個人を識別できないように加工され、本人の同

意を得ずに第三者に提供することが可能である。ただし、匿名加工情報の作成者には適切

な加工の実施、加工方法の漏えい防止、情報の公表義務、そして識別行為の禁止といった

厳しい管理が求められている。この仕組みは、データ利活用を促進するために導入された

が、データの安全性確保が重要課題である。 

 また、医療や金融などの分野ごとに特別な規制が設けられており、医療分野では次世代

医療基盤法に基づき匿名化された医療データの活用が進められている。さらに、2022 年の

改正個人情報保護法では、データの越境移転規制の強化、不適正利用の禁止、漏えい時の

報告義務の厳格化などが追加され、データ保護の水準が向上した。 

 さらに本研究を進めていく上で重要な通信企業（例えば docomo，softbank，KDDI）のパ

ーソナルデータの第三者への提供やコンソーシアムでのデータ共有に関する法整備につい

ても整理する。スマートフォンの情報を活用してスマートシティを推進する場合、通信会

社がスマートフォンから得たデータを他の企業に提供するには、法律上厳格な規制があ

る。個人情報保護法では、個人情報を第三者に提供する際には利用者の事前の同意が必要

であり、同意がない場合には、個人を特定できないように匿名加工情報として提供する必

要がある。また、電気通信事業法では、通信会社が契約者の通信内容や位置情報を本人の

同意なしに提供することは違法とされているため、いわゆる「横流し」は許されない。一

方、通信会社がコンソーシアムとしてスマートシティを推進する場合、データ共有が「共

同利用」の条件を満たしていれば第三者提供には該当しない。具体的には、利用者に対し

て共有するデータの項目や利用目的、共同利用する組織名、管理責任者を事前に通知また

は公表し、データを適切に管理することが必要である。しかし、コンソーシアムの一部メ

ンバーが独自にデータを利用したり、コンソーシアム外の企業にデータを渡したりする場

合は、第三者提供に該当し、その際には利用者の同意が必須となる。したがって、通信会

社がスマートシティを推進する際には、法令を遵守し、利用者の同意やデータ管理の透明

性を確保することが不可欠である。 

 こうした法整備は、個人情報保護と利活用の双方を両立させるための重要な基盤を提供

している。パーソナルデータの活用が社会的利便性を向上させる一方で、個人のプライバ

シー保護は不可欠であり、データ活用とプライバシー保護のバランスを図ることが極めて

重要である[36][37]。 
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 日本における匿名加工情報の匿名化基準は、個人情報保護法およびそのガイドラインに

基づき、個人を識別できない状態を確保するための加工方法が定められている。この基準

では、まず氏名や生年月日などの直接的な識別子を削除することが求められ、特定個人が

推定される可能性のある記録項目は統計情報や区分情報に変換される。また、音声や画像

データについては、顔認識情報など特定個人を識別できる特徴を加工する必要がある。 

さらに、加工後の情報を外部情報と照合しても元の個人情報に戻せないよう、複数のデー

タセットの分離や連結情報の削除など、復元可能性を抑制する措置が求められる。また、

個人識別符号（例: マイナンバーやパスポート番号）は完全に除去される必要がある。加

えて、個別性の高い情報については、年齢を「20 代」などの範囲で表現したり、地域を都

道府県単位や市区町村単位に一般化したりするなど、データを適切に一般化することが求

められる。 

さらに、匿名加工情報を利用する際には、他の情報との組み合わせによる個人の再識別

リスクを抑制するため、情報の取り扱い方法を明確化することが重要とされている。この

ような基準は、匿名加工情報が安全かつ適切に利用されることを確保するために定められ

ており、個人情報保護委員会や総務省のガイドラインで詳細が示されている[37]。 

表 3 国内のパーソナルデータ活用における制度 

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン 」[36]より筆者作成 

 

 

表 4 国内のパーソナルデータ活用における制度 

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン 」[36]より筆者作成 
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2.3 先行調査・研究 

2.3.1 スマートシティ実現におけるプライバシー問題に関する先

行調査 

 KPMG の『スマートシティ わが国の主要 5 都市における意識調査〜住みやすい街づく

りのためにできること〜』によると、スマートシティを実現するためには膨大なデータを

活用することが不可欠である一方で、住民や来訪者のプライバシーが侵害されるリスクが

指摘されている。スマートシティでは、センサーや AI カメラを利用して人流や生活デー

タを収集するが、データ収集の目的や範囲が住民に十分に説明されない場合、監視社会化

の懸念が生じる可能性がある。また、位置情報や行動履歴など個人を特定できるデータが

適切に管理されない場合、不正利用や心理的な圧迫感を住民に与える恐れがある。このよ

うなリスクを軽減するには、住民のプライバシーに配慮したデータ管理や透明性の確保が

必要であり、特に住民や来訪者の意識やニーズを把握することが重要である。KPMG の調査

では、住民がどのようなサービスを望み、どのような懸念を抱いているのかを分析するこ

とで、スマートシティの受容性を高める可能性が示されている。住民の意向を反映しない

取り組みは信頼を損なう恐れがあるため、スマートシティの成功には住民のニーズを正確

に理解し、それを取り入れた計画の立案が不可欠である[38]。 

 

2.3.2 パーソナルデータ活用におけるユーザーの意識調査 

総務省の『令和 2 年版情報通信白書』によれば、企業のサービスやアプリケーション利

用時にパーソナルデータの提供に不安を感じる人の割合は、日本が 78%と最も高く、次い

で中国が 74%である。2017 年の調査と比較すると、日本では不安を感じる割合が約 5 ポイ

ント減少し、データ提供への抵抗感がやや薄れているものの、依然として高い水準にあ

る。特に、口座情報やクレジットカード番号、公的な個人識別番号、生体情報の提供に対

して強い不安を抱く傾向が見られる。このような状況を踏まえ、パーソナルデータを取り

扱う際には、個人情報の保護やプライバシーへの配慮を徹底し、慎重に対応することが求

められる[10]。 
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 また NTT データ経営研究所『パーソナルデータ活用に関する一般消費者の意識調査』に

よると、多くの消費者がパーソナルデータの提供に対して不安を抱いており、全体の 66％

が「データ提供に不安を感じる」と回答している。特に、位置情報（GPS データ）や購買

履歴、生体情報（指紋や顔認証データなど）といった個人を特定可能なデータに対して強

い抵抗感が示されている。これらのデータは、情報漏えいやプライバシー侵害のリスクが

高いと認識されており、提供に慎重な姿勢を持つ消費者が多い。一方で、約 3 割の消費者

は「利便性が向上するサービスや必要なサービスであればデータ提供を検討する」と回答

しており、具体的な利便性や安全対策が提示されれば、前向きな姿勢を示す傾向も見られ

る[39]。 

 この結果は、消費者がデータ提供に不安感を抱きながらも、適切な条件下ではデータ活

用に協力する可能性があることを示している。したがって、企業や自治体がパーソナルデ

ータを活用する際には、利用目的や範囲を明確にし、プライバシー保護を徹底するだけで

なく、データ提供者にとって具体的な利便性や価値が感じられる仕組みを提示することが

重要である。データ活用を進める上で、消費者が納得できる形でのデータ提供が求められ

る。 

図 5 パーソナルデータ提供する際のユーザーの不安に関する調査 

総務省「令和 2 年版情報通信白書」[10] 
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2.3.3 パーソナルデータの利用意向に関する調査 

 総務省の『令和 5 年版情報通信白書』によると、日本の消費者の 58.7%が、利便性の高

いサービスのためであればパーソナルデータを提供する意向があると回答している。しか

し、この割合は米国やドイツ、中国と比較すると約 15%低く、日本の消費者はパーソナル

データの提供に対してより消極的な傾向が見られる。具体的には、健康管理アプリや遠隔

診療などの医療・ヘルスケアサービス、渋滞緩和やルート最適化のための交通系サービ

ス、個別にカスタマイズされた商品提案や割引を提供するショッピング支援サービスなど

に対する利用意向が高い。一方で、データ提供に対する主な懸念として、「意図せぬ情報

流出」や「提供したデータが望まない形で利用されること」が挙げられ、特に位置情報や

購買履歴、金融情報に対する抵抗感が強いことが示されている。これらの結果は、消費者

がパーソナルデータの提供に不安を抱きつつも、利便性や具体的なメリットが明確に提示

される場合には提供意向が高まる可能性を示している[6]。したがって、企業やサービス

提供者は、透明性のあるデータ管理とともに、消費者にとって分かりやすい形で利便性を

提示することが重要である。サービスの価値を十分に伝えることで、パーソナルデータ提

供のハードルを下げ、より多くの消費者がデータを提供する意向を持つ可能性が高まると

いえる。 

図 6 パーソナルデータ提供に際し求める金銭的対価 

NTT データ経営研究所「パーソナルデータ活用に関する一般消費者の意識調査」[39] 
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2.3.4 スマートシティに関する住民の意識調査 

 鎌倉市が 2021 年 4 月から 5 月にかけて実施した『共生社会の実現に向けたスマートシ

ティの推進に関する意識・価値観調査』は、市内在住の 18 歳以上の市民 4,000 名を対象

に行われたものであり、スマートシティの施策に対する市民の意識や期待、懸念を把握す

ることを目的としている。この調査では、ICT の活用に対する期待と懸念が明らかになっ

た。 

 具体的には、スマートシティの推進に伴う個人情報の収集や監視技術の導入に対し、約

60%の市民が「非常に心配している」または「やや心配している」と回答し、プライバシ

ーの権利が脅かされることに強い懸念を示した。一方で、ICT の活用が期待される分野と

して、防災・減災に関する取り組みが約 70%、行政サービスの効率化が約 65%、交通・移

動の利便性向上が約 55%と、日常生活の利便性向上に対する期待が高いことが明らかにな

った。 

 この調査結果は、市民がプライバシー保護に強い関心を持ちながらも、ICT の導入がも

たらす利便性や安全性の向上に大きな期待を寄せていることを示している。鎌倉市がスマ

ートシティを推進する上では、市民の懸念に真摯に向き合い、プライバシーの保護と ICT

活用のバランスを慎重に図りながら、市民の意見を施策に反映していくことが必要である

[40]。 

 

図 7 パーソナルデータの利用意向に関する調査 

総務省「令和 5年版情報通信白書」[6] 
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図 8 スマートシティ推進の際、住民の不安事項 

鎌倉市「共生社会の実現に向けたスマートシティの推進に関する意識・価値観調

査」[40] 

図 9 スマートシティ推進する際、期待する分野 

鎌倉市「共生社会の実現に向けたスマートシティの推進に関する意識・価値観調

査」[40] 
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2.3.5 パーソナルデータの経済価値に関する先行研究 

 パーソナルデータの経済的価値に関する研究では、データが現代社会において重要な経

済資産として認識される一方、その価値を正確に測定し、活用するためには多くの課題が

存在することが示されている。以下に詳細に説明する。 

 まず、『パーソナルデータを財として扱えるか』について検討した研究では、データが

市場で価値を持つ資産として認識されることを確認しつつ、その具体的な価値評価が難し

い点を指摘している。データの価値は、提供する個人にとっての利便性や対価の形式に大

きく依存するが、提供者がデータ提供の結果得られる利益を十分に理解していない場合、

データ提供への意欲が低下する可能性があるとされている。 

 またこの研究では、位置情報や購買履歴、生体情報など、データの種類ごとにその価値

や提供のハードルが異なることを明らかにしている。この研究では、データ提供の条件

（例: 提供先の信頼性、利用目的の明示、対価としてのポイントや割引）によって、提供

の意向が大きく変化することが示されている。また、データ提供者と受益者（企業やサー

ビス提供者）の間に存在する期待のギャップを解消しなければ、データ活用が十分に進ま

ない可能性も指摘されている。 

 

 

図 10 金銭的対価と引き換えに提供してもよいパーソナルデータ 

高口鉄平「パーソナルデータを財として扱えるか」[41] 



 

 30 

 

 

 

 これらの研究は、パーソナルデータが市場において高い経済的価値を持つことを確認す

る一方で、その活用を推進するためには、提供者の不安を軽減し、データ利用の条件やメ

リットを具体的かつ透明に示すことが不可欠であることを強調している。また、個人にと

っての価値認識を深めることが、パーソナルデータ活用の普及と社会的受容性の向上に寄

与することを示唆している。 

 

2.3.6 パーソナルデータの活用におけるコンジョイント分析を用い

た先行研究 

 『パーソナルデータの提供に関する消費者の意向：データの種類や利活用目的の違いに

着目したコンジョイント分析』という論文では、パーソナルデータの提供に関する消費者

図 11 パーソナルデータ提供に際し求める対価 

高口鉄平「パーソナルデータを財として扱えるか」[41] 

図 12 パーソナルデータ提供に際し、利活用に期待する分野 

高口鉄平「パーソナルデータを財として扱えるか」[41] 
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の意思決定に影響を与える要因を明らかにするため、コンジョイント分析を用いて調査が

行われた。研究では、位置情報や購買履歴、生体情報などのデータの種類や、個別化され

たサービス提供、社会全体の効率化、商業利用といった利活用目的を設定し、消費者に選

択肢を提示してその選好を定量的に評価した。その結果、消費者はデータの種類によって

提供意向が異なり、生体情報や金融データは提供意向が低い一方で、購買履歴や位置情報

は比較的許容されやすいことが分かった。また、公共の利益に資する場合や利便性の向上

が明確な場合には、データ提供意向が高まる傾向が見られ、さらに割引やポイントといっ

た対価が提示されることで提供意向が増加することも確認された。コンジョイント分析

は、複数の要素が消費者の意思決定に与える影響を体系的に把握できるため、パーソナル

データの提供意向を分析する上で非常に有効な手法であると示された。この研究は、デー

タ提供を促進するためには、消費者に対して具体的なメリットを提示し、彼らが納得でき

る条件を整えることが重要であると結論づけている[42]。 

 

2.3.7 ユーザーがパーソナルデータ提供時に重視する要素に関

する調査 

総務省の『平成 26 年版 情報通信白書』では、ICT の進化が社会に与える影響を分析する

中で、利用者がパーソナルデータを提供する際に最も重視する点として「適切な同意取

得」を挙げた人が 35.5%と最も多いことが示されている。次いで「適切な情報の取扱方

法」（17.5%）や「提供する情報の種類」（17.4%）が続き、利用者はデータ提供において

利便性よりも安心・安全面を重視していることが明らかになった[43]。この結果は、サー

ビス提供者がデータをどのように取り扱うかについて利用者が高い関心を持っていること

を示しており、データ提供を円滑に進めるためには、適切な同意取得が不可欠であり、そ

れが信頼関係の構築と安全なデータ活用の鍵となることを強調している。 
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2.3.8 住民・来街者のニーズ把握の重要性に関する調査 

スマートシティの推進において、プライバシーへの配慮が欠如すると、住民や来街者の信

頼を損ね、プロジェクトの失敗を招く可能性があることがいくつかの研究で示されてい

る。例えば、「スマートシティ構想の落とし穴：教訓となる失敗事例」では、データ収集

や監視システムの導入に関する透明性の欠如が住民の反発を引き起こし、最終的にプロジ

ェクトが中止された事例が紹介されている。また、「スマートシティとプライバシー ―

法的観点から―」では、カナダのトロントにおける Google Sidewalk Labs のプロジェク

トが、大規模なデータ収集計画に対する住民や専門家の批判によって中止に至ったことが

示されている。これらの事例は、スマートシティを実現する上で、住民や来街者の信頼を

得るためにプライバシー保護が不可欠であることを強調している。したがって、住民・来

街者の意向（ニーズ）を正確に把握し、プライバシーに配慮した取り組みを進めていくこ

とが、スマートシティを成功裏に推進するための鍵となる[44]。 

 

2.4 本研究の位置付け 

 スマートシティの実現により、「安全性」「快適性」「エネルギーの効率化」などの向

上が期待されている。しかし、住民や来街者が不快に感じるような形でパーソナルデータ

図 13 ユーザーがパーソナルデータ提供時に重視する要素 

総務省「平成 26 年版 情報通信白書」[43] 
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が取得される場合、それは住民や来街者の意向を反映したスマートシティとは言えない。

『スマートシティ ガイドブック』にも「市民のニーズ把握が重要である」と明記されて

おり、住民や来街者の意識を正確に把握することの重要性が示されているにもかかわら

ず、現在、その意識が十分に調査されていないという課題が存在する。 

 これまでの研究では、「パーソナルデータの利活用に期待する分野」（高口，2024）、

「提供することに抵抗があるデータ項目」（総務省，2020）、「パーソナルデータ提供の

対価に関する意識」（NTT データ経営研究所，2016）などが明らかにされてきたが、スマ

ートシティの文脈で「どのような条件や活用方法であれば住民や来街者がデータ提供を受

け入れるのか」といった具体的な意識調査はほとんど行われていない。 

 本研究は、スマートシティにおいて住民や来街者が「どのような条件・活用法であれば

自身のパーソナルデータの取得を許容するのか」を明らかにすることを目的としている。

この研究は、スマートシティの成功に不可欠な住民の意向を正確に把握することを目指し

ており、既存の調査で触れられていない視点に着目した点で独自性がある。また、この調

査結果は、住民の不安を軽減し、より受け入れられやすいスマートシティの実現に向けた

重要な基盤を提供するものである。 
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第3章 予備調査・分析 

 

3.1 対象エリアを渋谷にした理由 

 渋谷がスマートシティのモデルエリアとして選定された背景には、地域の特徴と直面す

る課題が挙げられる。2023 年 7 月、国土交通省の「スマートシティ実装化支援事業」に選

定された渋谷は、日本の都市部の中でも特に注目度が高く、都市機能の効率化や住民・来

街者の利便性向上を目指す先進的な取り組みの場として選ばれた。若者文化や商業活動の

中心地であり、多様な人々が訪れる渋谷は、スマートシティ技術の実装や検証に適した条

件を備えていると判断された[5]。 

 特筆すべきは、渋谷区内に設置された日本最大数の AI カメラである。これらのカメラ

は、性別、年代、服装、動作、移動ルートといった情報を収集し、街全体の管理やサービ

ス向上を目指している。しかし、こうしたデータ取得において、適切な同意が得られてい

ないケースが存在し、来街者から「怖い」「気持ち悪い」といった否定的な意見が出てい

る。これにより、プライバシー保護や情報の透明性に関する課題が顕在化している*1。 

 また、渋谷ではテクノロジーを活用した先進的な取り組みが進められている一方で、デ

ータの取り扱いに関する透明性や市民参画が十分でない点が指摘されている。スマートシ

ティの推進には、住民や来街者の意向やニーズを正確に把握し、それを反映する仕組みが

不可欠であるが、現状ではこうした取り組みが十分に機能していない。この課題に対応す

ることが、スマートシティ実現の成功には重要となる。 

 渋谷の事例は、スマートシティ構築における成功と課題の両方を明らかにする上で大き

な意味を持つ。ここで得られる知見は、他の都市におけるスマートシティ推進に向けた貴

重な指針となり、将来的な発展を支える基盤となることが期待される。 

 

3.2 予備調査 

 予備調査のインタビューでは、一般社団法人シブヤ・スマートシティ推進機構の正会員

である不動産デベロッパーに対してヒアリングを行い、渋谷のスマートシティ推進におけ

るデータ収集の現状や課題について意見が得られた。AI カメラを活用したデータ収集につ

いては「少し異例である」との見解が示されるとともに、住民や来街者がどのようなベネ

フィットを提示されれば、どのようなデータ提供を許容するのかを把握する必要性が指摘

された。また、スマートシティを成功させるためには、住民や来街者の意識調査を行い、

その意向を反映することが極めて重要であるとの認識も示された。このインタビュー結果
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は、スマートシティ推進における住民・来街者との信頼関係構築の重要性を改めて浮き彫

りにしている。 

 

3.3 ワークショップによる予備調査 

渋谷のスマートシティ推進における住民や来街者の意向を把握するため、慶應義塾大学

の学部生 18 名を対象にしたワークショップ（WS）が実施された。この WS では、参加者を

「住民」「通勤・通学者」「遊びに来る人」の 3 つのグループに分け、それぞれの来街目

的に応じたニーズや懸念について議論が行われた。具体的には、以下の 3 つのテーマに基

づき意見を収集した。 

・WOKR1:理想のスマートシティ像 

グループごとに、スマートシティによって実現されるべきサービスや利便性について具体

的なイメージを共有した。 

・WOKR2:必要なデータと提供条件 

各グループで、どのようなデータを提供できるか、またその提供に対する条件や懸念につ

いて議論した。 

・WOKR3:データ提供の対価やサービスの期待値 

提供されたデータに対する適切な対価や、期待されるサービスの内容について具体的な意

見を引き出した。 

 各テーマの議論を通じて、来街目的別に異なる意見や懸念を詳細に把握することを目的

とした。 

 

3.3.1 WOKR1：理想のスマートシティ像 

 

①住民グループ 

•安心・安全: 災害時に迅速な避難が可能となるルート表示や地域全体の防犯情報の提

供が強く求められた。 

•生活の利便性: 医療サービスの効率化やゴミ収集情報の最適化といった具体的な要望

が挙げられた。 

②通勤・通学グループ 

•移動の効率化: 電車やバスの空席情報のリアルタイム表示、ICカードを使用せずに

通れる改札システムなど、通勤や通学のストレスを軽減するサービスが期待され

た。 
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 •交通混雑の緩和: 自転車や徒歩を含む新たな交通手段の最適化に関する意見もあ

り、混雑問題への対応が求められた。 

 

③遊びに来る人グループ 

•快適な街歩き: 飲食店や観光施設の空席情報のリアルタイム提供、喫煙所やトイレの

位置情報の可視化が多く提案された。 

•エンターテイメントの最適化: イベント情報や混雑状況を事前に把握できる仕組みの

要望があり、訪問者が楽しみやすい環境作りが期待された。 

 

3.3.2 WOKR2：必要なデータと提供条件 

 

①住民グループ 

•提供可能なデータ: ゴミ収集状況や地域の安全情報など、生活に直結する情報提供を

目的としたデータが許容された。 

•抵抗感のあるデータ: 顔認証データや家族構成など、個人を特定される可能性がある

情報には強い抵抗感が示された。 

②通勤・通学グループ 

•提供可能なデータ: 電車やバスの利用状況に関するデータが比較的許容される傾向が

あった。 

•抵抗感のあるデータ: 通勤経路や位置情報など、行動が追跡されるデータに対して懸

念が示された。 

③遊びに来る人グループ 

•提供可能なデータ: リアルタイム情報提供を目的とした匿名化された位置情報が許容

される傾向があった。 

•抵抗感のあるデータ: スマホの閲覧履歴や行動追跡に関連する情報には強い拒否反応

が見られた。 

 

3.3.3 WOKR3：データ提供の対価やサービスの期待値 

 

①住民グループ 

•求める対価: 防犯サービスや医療サポートに対する優先利用権が挙げられた。 

•サービスの期待値: 安全性や地域コミュニティの強化に直結する対価が求められた。 

②通勤・通学グループ 
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•求める対価: 通勤費の割引やポイント付与といった、直接的な金銭的メリットが望ま

れた。 

•サービスの期待値: 混雑緩和や移動効率の向上など、日常のストレス軽減につながる

サービスが期待された。 

③遊びに来る人グループ 

•求める対価: 飲食店の割引や観光地の優待券など、訪問目的に合った具体的なメリッ

トが挙げられた。 

•サービスの期待値: 滞在時間を快適に過ごせるよう、混雑情報の可視化や施設利用の

最適化が望まれた。 
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図 14遊びに来る班のワークショップ結果 

図 15 通勤・通学班のワークショップ結果 
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3.3.4 データ提供に対する懸念 

•監視社会化への懸念: AI カメラやセンサーを活用したデータ収集が、住民や来街者に

「監視されている感覚」を与える可能性があると指摘された。 

•利用後のデータ管理: 収集されたデータがどのように利用されるのかが不明確な場合、

不安を抱く人が多いことが確認された。 

•条件設定の重要性: 明確な目的と透明性が担保されることで、データ提供への抵抗感が

緩和される可能性が示された。 

 

3.3.5 総括 

このワークショップを通じて、来街目的や属性によって求められるサービスやデータ提

供に対する意識が大きく異なることが確認された。また、特定の条件や対価が提示される

ことでデータ提供を許容する意向が示される一方で、個人情報保護や透明性への懸念が根

図 16 住民のワークショップ結果 
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強く存在することも明らかになった。スマートシティの推進には、住民や来街者の多様な

意向を的確に把握し、それを反映する柔軟かつ透明性の高い取り組みが必要である。さら

に、個別のニーズに応じたデータ利用設計が、スマートシティの実現における重要な要素

となることが示唆された。 

 

3.4 予備分析 1 

 

本研究における予備分析では、スマートシティ推進とデータ提供に対する態度の違いを

統計的に検証するために重回帰分析が行われた。全国の 20 代から 50 代以上の男女約

1,000 人を対象としたインターネット調査を基に、年齢、性別、家族構成、年収、学歴、

居住地域、IT スキルなどの基本属性が、これらの態度にどのように影響を与えるかが分析

された。 

 

3.4.1 スマートシティ推進に関する結果 

スマートシティ推進に対する重回帰分析の結果[表 7]、以下の要因が特に注目された。 

 この分析結果から、スマートシティ推進に対する意見にはいくつかの重要な要因が影響

を与えていることが分かる。まず、年齢が低いほどスマートシティ推進に対して肯定的で

あることが確認された。性別も影響を与えており、特定の性別が他よりも推進に肯定的な

傾向がある。また、年収が高いほど肯定的な意見を持つ傾向があり、所得の多寡がスマー

トシティ推進に対する支持に影響を与えている。さらに、居住地も影響を与えており、特

定の地域に住む人々は推進に否定的な傾向を示している。 

 特に重要なのは、スマートシティに関する知識と IT スキルの高さがスマートシティ推

進に対する支持を大きく後押しする点である。スマートシティに関する知識を持つ人々ほ

ど、その推進に強く肯定的な意見を持ち、IT スキルが高い人も同様の傾向を示している。

一方、介護や子供の有無、学歴といった要素は、今回の分析においては統計的に有意な影

響を与えなかった。 

 これらの結果から、スマートシティを推進する際には、特に若年層や高年収層、IT スキ

ルやスマートシティに関する知識を持つ人々を対象にした施策が効果的であると考えられ

る。また、居住地による違いを考慮した上で、否定的な意見を持つ人々への理解を深める

取り組みが必要である。一方で、介護や子供の有無、学歴に関連する要因については、現

時点での影響は限定的であるため、追加の検討が必要である。 
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表 4 スマートシティ推進に関する重回帰分析の結果 

（筆者作成） 

 

 

3.4.2 データ提供に関する結果 

データ提供に対する重回帰分析の結果[表 8]は以下の通りである。 

 この重回帰分析の結果から、スマートシティ推進のためにデータを提供する意向にはい

くつかの重要な要因が影響を与えていることが分かった。まず、年齢が若いほどデータ提

供に前向きであり、一方で高齢者では慎重な傾向が見られる。また、特定の居住地に住む

人々はデータ提供に否定的な傾向を示しており、地域差が意向に影響を与えていると考え

られる。さらに、スマートシティに関する知識や ITスキルの高さは、データ提供意向を

高める主要な要因であり、これらの知識やスキルを持つ人々はデータ提供に対して積極的

であることが示された。一方で、子供がいる人はデータ提供に慎重な姿勢を示しており、

これはプライバシーやセキュリティに対する懸念が影響している可能性がある。性別、介

護の有無、年収、学歴については有意な影響が確認されず、これらの要素はデータ提供意

向において大きな役割を果たしていないと考えられる。 

 この結果を踏まえると、スマートシティの施策設計では、特に若年層や IT スキルが高

い人々を対象としたアプローチや、スマートシティに関する知識を広める施策が効果的で

ある。また、子供を持つ家庭や高齢者層には、プライバシーやセキュリティに対する不安

を軽減する取り組みを行い、データ提供への抵抗感を和らげることが重要である。さら

に、地域ごとの特性を考慮した施策を導入することで、データ提供に対する肯定的な意識

を広めることが期待される。 
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表 5 データ提供に関する重回帰分析の結果 

（筆者作成） 

 

 

3.4.3 分析結果の示唆と結論 

 これらの分析結果は、スマートシティ推進とデータ提供に対する態度が、基本属性に基

づいて大きく異なることを示している。特に、年齢が若い層や IT スキルが高い層ほど肯

定的な態度を示している一方で、子供がいる場合や特定の居住地域に住む人々は、より慎

重な態度を取る傾向が見られる。 

 これらの結果を踏まえ、スマートシティ推進およびデータ提供においては、年齢層や生

活環境などの多様な背景を考慮したアプローチが必要である。特にデータ提供において

は、データの取り扱いに関する透明性を確保し、住民や来街者が納得できるインセンティ

ブを提示することが重要である。また、IT スキルを持つ層が積極的である一方で、それ以

外の層への丁寧な説明や教育が必要であることも示唆される。 

 

3.5 予備分析２ 

この予備調査では、重回帰分析を用いて「渋谷がスマートシティになることは好ましい

こと」との意見に肯定的な要因を特定することを目的とした分析を行った。調査対象は主

に 10 代から 20 代の若年層であり、有効回答数は 288件であった。アンケート調査におけ

る「渋谷がスマートシティになることは好ましいこと」を従属変数として設定し、どのよ

うな属性の人々が渋谷のスマートシティ化に肯定的であるかを検証した。 
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表 6 渋谷スマートシティ化に関する重回帰分析の結果(筆者作成) 

 

 

この分析の結果[表９]、「世帯構成」のみが統計的に有意であり、世帯構成が「渋谷の

スマートシティ化は望ましい」という意見にポジティブな影響を与えることが確認され

た。一方で、年齢、性別、世帯年収、最終学歴、都市規模、渋谷の利用目的や行動パター

ンなどの他の変数は有意ではなく、これらが意見に与える影響は統計的に確認されなかっ

た。ただし、最終学歴や用事目的の利用など一部の変数は肯定的な傾向を示し、渋谷を仕

事や習い事目的で利用する人や渋谷を訪れない人は否定的な傾向が見られる。この結果

は、今後のデータ収集や分析における仮説設定や検証の指針となる。 
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第4章 研究内容と手法 

4.1 多様な対象者のスマートシティに対する選好を把握

するためのコンジョイント分析を用いた分析手法 

 

4.1.1 コンジョイント分析とは 

コンジョイント分析については、宋ら（2016 年）44 によると、「ある対象の属性

（attributes）あるいは属性の水準（levels）が, 当該対象を選択する際にどの程度考慮

されるのかを統計的に明らかにする方法」である[41]。同論文に掲載されている「ラーメ

ンの開発」というテーマを参考に説明すると、以下のようになる。まず、多様な消費者の

好むラーメンを考える際に、ラーメンの特徴として属性を設定する。例えば、値段, 麺の

太さ、麺の量、具の量という 4 点を考慮するとする。これら４つの特徴をコンジョイント

分析では「属性」と呼ぶ。これら属性はさらに複数のバリエーションをもつ。値段でいえ

ば、以下の図における 600 円, 650 円, 750 円などが考えられる。これらはいうなれば値

段という変数の値であるが, コンジョイント分析では水準と定義される。 

 

 

 次いで、図[図 17]のように、各属性について、いくつかの水準を組み合わせた選択肢を

提示する。この属性と水準を組み合わせた選択肢をプロファイルと呼ぶ。そして、回答者

にそれぞれの好ましさを評定してもらい、この結果を分析することで、どんなタイプの消

図 17 ラーメンの属性と水準の例 

宋財泫「コンジョイント実験の方法論的検討」[45]より筆者作成 
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費者が、どんな要素を好むのか、そしてどのような組み合わせを好むのかを、明らかにす

ることができる。これがコンジョイント分析である[45]。 

 

 

4.1.2 本研究にコンジョイント分析を用いる理由 

本研究では、回答者のスマートシティに対する選好を把握するための手法として、コン

ジョイント分析を用いる。その理由を以下に記す。 

コンジョイント分析では、回答者の好みを複数の要素の多様な組み合わせとして把握する

ことで、多様な回答者の選好を定量的に測ることができる。単純なアンケート調査より

も、具体的な数値としてその要素の重要度を把握できる。また、スマートシティでは住民

や来街者がデータを提供する代わりに安全性や利便性の向上を目指すが、データ提供には

プライバシー侵害のリスクが伴う。このように、データ提供が安全性や利便性を高める一

方でリスクも増大するというトレードオフの関係において、コンジョイント分析はそのバ

ランスを考慮した選好を明らかにする手法として活用できる。 

スマートシティは、1 つの街としてだけではなく、各部分からなるという先行研究や調査

結果からの考え方に基づき、スマートシティ像を属性と水準による各要素の寄せ集めとし

て扱うことができる。コンジョイント分析により、要素ごとの選好を調査する手法を設計

する。本研究では、スマートシティ像を表す属性とその属性の水準を、あらかじめプロフ

ァイルとして設定し、調査対象者にその組み合わせの好ましさを評定してもらうことで、

その回答者群が好むスマートシティ像を把握することを目指す。 

 

図 18 ラーメンのプロファイル例 

宋財泫「コンジョイント実験の方法論的検討」[45]より筆者作成 
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4.2 仮説の設定  

 これまでの実態把握，予備調査・分析を踏まえ，多様な住民・来街者がどのようなスマ

ートシティを好むのかについて以下の仮説を設定する。 

・仮説 1（住民の視点）：「災害時の安全ルートサービス」を好み，提供するデータに関

して重要視する。 

・仮説 2（通勤・通学の人の視点）：「自動決済サービス」を好む。 

・仮説 3（遊びにくる人の視点）：「リアルタイムの空席情報を知れるサービス」を好

み，ポイントやイベント招待などのメリットを重要視する。 

上記の仮説を立てた導出過程を述べる。 

 仮説1は、「住民は『災害時の安全ルートサービス』を好み、提供するデータに関して

重要視する」という内容である。この仮説は、複数の根拠に基づいて導出された。まず、

鎌倉市のスマートシティに関する意識調査では、住民の多くが災害時の安全性や避難情報

に高い関心を示していることが報告されている。また、本研究のワークショップにおいて

も、住民視点のグループから「安全性の向上を最優先するべき」という意見が多く出され

た。さらに、渋谷スマートシティのビジョンにおいて、「安心安全な街づくりを目指す」

という目標が掲げられており、住民の安全に対するニーズが重視されていることがわか

る。これらの情報を基に、住民は災害時の安全ルートサービスを好み、データ提供に対す

る重要性を認識していると仮定した。 

 仮説2は、「通勤・通学者は『自動決済サービス』を好む」という内容である。この仮

説の根拠は、主に本研究で実施したワークショップから得られた意見に基づいている。通

勤・通学視点のグループでは、「改札や決済など、すべて顔認証やウォークスルー決済が

できるようになれば便利」という意見が多数挙げられた。このような発言は、通勤・通学

者が日常的に移動時間の短縮やスムーズな手続きに強い関心を持っていることを示唆して

いる。また、これらのニーズは、スマートシティの効率性を高めるための重要な方向性と

も一致している。このため、通勤・通学者は自動決済サービスを好むと仮定した。 

 仮説 3 は、「遊びに来る訪問者は『リアルタイムの空席情報を知れるサービス』を好

み、ポイントやイベント招待などのメリットを重要視する」という内容である。この仮説

は、ワークショップで得られた意見に基づいている。訪問者視点のグループからは、「リ

アルタイムで空席情報がわかれば、目的地を効率よく選べる」「ポイントがもらえる仕組

みがあれば楽しみながら利用できる」といった意見が多く挙げられた。また、渋谷スマー

トシティのビジョンでは、「多様な空間の有効活用」を掲げており、訪問者が効率的かつ

快適に街を利用できる仕組みが期待されている。これらの背景から、訪問者は空席情報サ

ービスを好み、メリットを重視すると仮定した。 
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上記のように住民，通勤・通学，遊びにくる人という 3 つの視点から仮説を設定し，

検証を行う。また来街目的別だけでなく，性別や年代別などの回答者の基本属性が選好に

どう影響を与えるのかについても検証する。 

 

4.3 コンジョイント分析用プロファイル設定 

4.3.1 プロファイル作成 

 ここでは、理想のスマートシティ像を把握するために重要な役割を果たす属性と水準か

らなるプロファイルの設定について述べる。スマートシティの推進においては、住民や来

街者の多様な価値観やライフスタイルを的確に捉えることが求められる。「市民ニーズに

基づく新たなまちづくりのための調査・分析手法の検討」では、神奈川県藤沢市を対象と

した調査を通じて、市民の暮らしに対する満足度、価値観、生活環境に関する評価を分析

し、世代や対象項目によって施策ニーズが異なることを明らかにした。この研究は、市民

の多様なニーズを考慮した上で調査・分析を行うことの必要性を示している。 

 また、「共生社会の実現に向けたスマートシティの推進に関する意識・価値観調査」で

は、鎌倉市を対象に、市民の意識や価値観を把握し、それらを基にスマートシティ推進の

方向性を検討した。この調査は、スマートシティに対する市民の多様な意見や期待を反映

した政策立案が重要であることを示唆している。 

 これらの文献が示すように、スマートシティを推進するためには、住民や来街者の多様

なライフスタイルや価値観を踏まえ、それらを反映する形で意識調査を行うことが不可欠

である。こうした取り組みにより、スマートシティがより多くの人々に受け入れられる実

現可能な形となることが期待される。 

 

4.3.2 渋谷スマートシティのビジョンと現状 

 渋谷区は、スマートシティの実現に向けて、AI カメラやスマートフォンからのデータ収

集・活用を積極的に進めている。そのビジョンは、都市機能の効率化と住民や来街者の利

便性向上を目指した包括的な取り組みであり、安全・安心、交通の最適化、商業活性化を

主軸としている。具体的には、AI カメラを活用したリアルタイム防犯システムの導入や、

災害発生時の迅速な避難誘導、交通データの解析による渋滞緩和、公共交通機関の効率

化、さらには混雑状況の見える化による快適な街歩きの支援を目指している。また、来街

者の購買データや位置情報を分析することで、商業施設における顧客満足度向上やターゲ

ットマーケティングの高度化も図られている。 
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 現在、渋谷駅周辺には約 100 台の AI カメラが設置され、性別、年代、動作、滞在時間

などのパーソナルデータが匿名化された形で取得されている。これらのデータは、防犯対

策や都市運営の効率化、商業戦略に活用されているが、一部の市民や来街者からはプライ

バシー侵害への懸念や不快感が示されている（本田 2023）。また、スマートフォンを通じ

たデータ取得については、GPS による位置情報、アプリ利用状況、購買履歴などが活用さ

れるケースが一般的であり、交通サービスの改善や観光案内、ヘルスケアサービスへの応

用が見込まれる[28]。 

 しかし、これらのデータ利用にはプライバシー保護の課題が伴い、市民の理解と同意を

得るための透明性確保が不可欠である。特に、監視社会化への懸念を払拭するためには、

取得するデータの種類、利用目的、提供されるサービスの具体的な内容を明示し、納得感

のある条件を提示することが求められる。 

 これらの実態を踏まえ、スマートシティ推進のためには、住民や来街者の多様な意向を

反映したプロファイルの作成が必要である。プロファイルは、データ取得の対象者ごとの

価値観やニーズを反映した属性や水準で構成し、最適なサービス設計や政策立案に役立て

るべきである。このような取り組みによって、渋谷区が目指すスマートシティのビジョン

はより現実的かつ効果的に実現可能となるだろう。 

 

 

 

図 19AIカメラから取得できるデータ 

フジテレビ「AIカメラ 100台設置し行動検知」[*1] 



 

 49 

4.3.3 渋谷区における多様な来街者とその目的 

 渋谷区への来街者は多様な属性を持ち、男性が 57%、女性が 43%と性別において男性が

やや多い構成である。年代別では 20 代が 16%、30 代が 18%、40 代が 19%、50 代が 21%、60

代以上が 26%と、幅広い年齢層から訪問がある。また、区民が 32%を占める一方で、仕事

や学校関係で訪れる来街者が 34%、遊びを目的とする来街者も 34%と、区民と同程度の割

合で訪問者がいることが特徴的である。さらに、来街者の主な目的としては、買い物

（232 人）が最も多く、次いで飲食（184 人）、通勤（205 人）が続いており、その他にも

公園や公共施設の利用、趣味や学びに関連する活動、コンサートやイベントへの参加な

ど、さまざまな目的が挙げられている。このことから、渋谷には多様な属性（年齢・性

別）の人が多様な目的で来街している[46]。 

 

表 7 渋谷の年代別の来街目的の調査結果 

一般社団法人シブヤ・スマートシティ推進機構「渋谷 well-being アンケート

調査」[44] 

 

 

 

図 20渋谷へ来街する人の属性に関する調査結果 

一般社団法人シブヤ・スマートシティ推進機構「渋谷 well-being アンケート

調査」[46] 
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図 21渋谷区民、通勤、通学者の割合に関する調査結果 

一般社団法人シブヤ・スマートシティ推進機構「渋谷 well-being アンケート

調査」[46] 

 

表 8 渋谷の来街目的に関する調査結果 

一般社団法人シブヤ・スマートシティ推進機構「渋谷 well-being アンケート調査」[46] 
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図 22 渋谷スマートシティ AI カメラ対象エリア 

Intelligence Design 株式会社 「渋谷駅周辺に AIカメラ 100台設置 2023年

7月開始、1人 1人に合わせた理想の渋谷へ」[47] 

 

4.3.4 属性（特徴）と水準（バリエーション）の決定 

 これらのことを踏まえ、理想のスマートシティ像を把握するために重要な役割を果たす

「提供するデータ」「サービス」「メリット」の 3 つの属性と、それぞれの水準について

述べる。 

 まず、「提供するデータ」の属性は、スマートシティの実現において住民や来街者から

取得する情報の種類を指す。この属性では、取得するデータの内容や範囲を特定し、それ

ぞれの水準を設定することで、どのようなデータが提供されるかを明確にする。 

次に、「サービス」の属性は、スマートシティにおいて提供される具体的なサービス内容

を示す。この属性を設定することで、住民や来街者がどのようなサービスを求めているの

かを把握し、スマートシティ像を具体化することができる。 

 最後に、「メリット」の属性は、住民や来街者がデータ提供を通じて得られる利益を示

す。この属性における水準を設定することで、データ提供の動機付けとなる要因を明確に

することができる。 
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 これら 3 つの属性と水準を設定することにより、スマートシティにおける住民や来街者

の意向を具体的に把握し、理想的なスマートシティの構築に向けた基盤を構築することが

可能となる。 

 

4.3.5 直交表によるプロファイルの作成 

 ここでは、スマートシティにおける住民や来街者の選好を把握するために、「提供する

データ」「サービス」「メリット」の 3 つの属性を基に、直交表を用いてプロファイルを

作成する方法について述べる。 

「提供するデータ」「サービス」「メリット」の各属性にはそれぞれ 3 つの水準が設定さ

れており、直交表を活用して 9 通りのプロファイルを導き出した。この手法により、調査

対象者への負担を軽減しつつ、多様な選好パターンを効率的に分析することが可能であ

る。 

 例えば、「提供するデータ」の属性では「自分の属性（年齢・性別）」「来店・購買履

歴」「位置情報や移動ルート」といった水準が設定され、「サービス」の属性では「災害

情報の提供」「自動決済ができる」「空席情報の提供」などの水準が設けられている。ま

た、「メリット」の属性には「なし」「ポイント付与（数百円分）」「優待（イベント招

待）」といった選択肢が含まれている。 

 作成されたプロファイルでは、例えば「自分の位置情報を提供すると、災害時に避難経

路や場所を知ることができる」や「来店履歴を提供すると、自動決済が可能になり、さら

にポイントが付与される」など、具体的な組み合わせが示されている。これにより、スマ

ートシティで提供されるサービスに対する住民や来街者の価値観やニーズを体系的に把握

することができる。 
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 このように、直交表を用いたプロファイル作成は、スマートシティ実現に向

けた政策立案やサービス設計の基盤として有効である。この手法により、多様

な住民や来街者の選好を明らかにし、理想的なスマートシティ像を構築するた

めの具体的な指針を得ることが期待される。 

 

 

表 9本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 5本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 6本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 7本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

図 23本調査でのプロファイル（筆者作成）表 8本調査での属性と水準（筆者

作成） 

 

表 9本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 10本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 11本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

図 24本調査でのプロファイル（筆者作成）表 12本調査での属性と水準（筆者

作成） 

 

表 13本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 14本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 15本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

図 25本調査でのプロファイル（筆者作成）表 16本調査での属性と水準（筆者

作成） 

 

表 17本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 18本調査での属性と水準（筆者作成） 

 

表 19本調査での属性と水準（筆者作成） 
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図 23 本調査でのプロファイル（筆者作成） 
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第5章 本研究の検証:本調査とコンジョイント分

析 

 

5.1 調査の目的 

 本調査の目的は、スマートシティが提供する利便性やサービスを向上させるために、住

民・来街者がどのような条件や活用法のもとでパーソナルデータを提供することを許容で

きるのかを明らかにすることである。特に、パーソナルデータ提供に対する住民・来街者

の心理的抵抗や懸念を把握し、どのようなサービスやベネフィットを期待しているのか、

具体的なニーズを明確化することを目指している。また、「どのような条件下で、どのよ

うな種類のデータが許容されるのか」という意識や行動の傾向を解明し、これを基にスマ

ートシティ設計の改善指針を提供する。本調査は、データ利活用に関する住民・来街者の

希望や課題を把握し、パーソナルデータを提供する際の抵抗感を緩和させることを目指し

ている。 

 

5.2 調査概要 

5.2.1 調査時期・有効回答数 

・調査時期：2023 年 12 月から 2024年 1 月 

・有効回答数とその属性： 

 

表 10本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

表 20本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

表 21本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

表 22本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

図 26 ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作

成)表 23本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

表 24本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

表 25本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 

 

表 26本調査の有効回答数とその属性(筆者作成) 
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5.2.2 調査項目 

 これまでの先行研究や予備調査から本調査では以下の項目を回答していただいた（詳細

のアンケート項目は下記の付録に記載）。 

・基本属性：性別，年齢，家族構成，年収，学歴，居住地域の人口規模，IT スキル，価値

観（BIG5，シュワルツの価値観） 

・スマートシティの好み：図 23 で記載のプロファイルの 9 通りの理想のスマートシティ

像の選好を、10 件法の尺度評価（以下：尺度）と、並べ替えの順序評価（以下：ラン

ク）の 2 種類で回答していただいた。 

またコンジョイント分析で「ランク」と「尺度」の 2つの方法を併用してアンケート調

査を行う理由は、それぞれの手法が異なる特性と利点を持ち、選好に関するデータをより

精度高く収集できるからである。ランクは、選択肢間の相対的な好みを明確にするために

用いられ、回答者が最も好ましいものや最も好ましくないものを簡単に選べるため、意思

決定プロセスを直感的に反映しやすい。一方、尺度は、各選択肢に対する好ましさの強さ

を数値で評価でき、選択肢ごとの満足度や微妙な違いを詳細に把握することが可能であ

る。 

 これら 2 つ（ランクと尺度）の方法を併用することで、選好に関する相対的な関係性と

絶対的な強さの両方を把握でき、調査データの信頼性と精度が向上する。また、異なる方

法で収集したデータを比較・補完することで、回答の一貫性を確認し、分析結果の質をさ

らに高めることができる。このため、ランクと尺度の併用は、コンジョイント分析におい

て不可欠なアプローチとなっている。 

 

5.3 コンジョイント分析結果・考察 

5.3.1 全体（ランク）の分析結果 

 

 

図 24 ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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 このグラフ[図 24]は回答者がランク形式で回答したものを分析したものである。以下に

カテゴリごとに詳細な分析結果を記載する。 

 

ユーティリティ推定値＊の解釈として、提供データでは属性がユーティリティ値 0.558

と最も高く提供に対する抵抗が少ない一方、位置情報は-0.169 でやや抵抗を感じさせ、来

店履歴は-0.389 と最も抵抗感が強いことが示されている。サービスでは、空席情報がユー

ティリティ値 0.476 と最も支持され、次いで自動決済が-0.083 とやや好まれる一方で、災

害情報は-0.480 と最低値で関心が低いことがわかった。メリットに関しては、具体的な優

待がユーティリティ値 3.030 と最も重視され、ポイントが 2.261 と一定の魅力を持つが、

何のメリットもない場合には 1.010 と強い不満を感じさせることが示唆される。 

重要度値では、サービスが 35.093 と最も重視され、次いでメリットが 34.304、提供デー

タが 30.603 と中程度の重要性を持つことが確認された。 

総合的には、属性や空席情報の提供、具体的な優待が好まれる一方、来店履歴や災害情

報の提供には抵抗があり、メリットの有無が選好形成に大きな影響を与えることがわか

る。 

＊ユーティリティ推定値は、コンジョイント分析によって得られる指標であり、消費者

が製品やサービスの各属性やその水準にどれだけの価値を見出しているかを数値で示すも

のである。効用値が高いほど、その属性や水準が消費者にとって魅力的であることを意味

する。この指標を用いることで、消費者がどの属性を重視し、どの組み合わせを好むかを

明確に把握できる。 

ユーティリティ推定値が重要である理由は、選好形成における重要な要素を定量的に特

定できる点にある。例えば、スマートシティにおいては、住民が提供するデータの種類や

受け取るサービス、得られるメリットに対してどのような選好や抵抗感を持つかを数値化

することで、適切な施策やサービスの設計に役立てることができる。これにより、住民の

満足度を高め、スマートシティの成功につなげることが可能となる。ユーティリティ推定

値は、住民のニーズや懸念を正確に把握し、効果的な意思決定を行うために不可欠な指標

である。 
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5.3.2 全体尺度 

 

 

このグラフ[図 25]は回答者が尺度形式で回答したものを分析したものである。以下にカテ

ゴリごとに詳細な分析結果を記載する。 

 

ユーティリティ推定値の分析結果から、提供データ、サービス、メリットそれぞれにお

ける選好傾向が明らかとなった。提供データでは、属性がユーティリティ値 0.558 と最も

高く許容される一方、位置情報は-0.169 と一定の抵抗があり、来店履歴は-0.389 と最も

抵抗感が強い。サービスでは、空席情報が 0.476 と最も支持される一方で、災害情報は-

0.480 と関心が低く、自動決済は-0.083 でやや好まれる結果となった。メリットにおいて

は、優待が 3.030 と最も重視され、次いでポイントが 2.261 と一定の魅力を持つが、何の

メリットもない場合には 1.010 と強い不満が示されている。 

重要度値では、サービス（35.093）が最も重視され、次いでメリット（34.304）、提供

データ（30.603）が続く。 

総合的に、属性や空席情報の提供、優待といった具体的なメリットが好まれる一方で、

来店履歴や災害情報には抵抗や関心の低さが見られることが明らかになった。 

 

 

図 25 尺度形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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5.3.3 年代別 

 

 

このグラフ[図 26]は、回答者を年代別（20 代、30 代、40 代、50 代以上）に分類し、

「提供データ」「サービス」「メリット」の 3 つのカテゴリについて選好をランク形式で

評価したものである。 

分析結果によると、提供データでは「属性」が全年代でプラスの値を示し、特に 20 代で

抵抗が最も少ない一方、「来店履歴」は全年代で最も低い値を示し、特に 30 代と 40 代で

強い抵抗感がある。「位置情報」に対する抵抗は年代が上がるほど低下し、50 代ではほぼ

中立的である。サービスでは、「災害情報」が全体的に望まれにくく、特に 20 代と 30 代

で支持が低いが、50 代では一定の需要が見られる。「自動決済」は 40 代で最も高い支持

を得ており、「空席情報」は 20 代で最も支持され、若い世代ほど関心が高いことが示唆

される。メリットに関しては、「優待」が全年代で最も支持され、特に 50 代で評価が高

い。「ポイント」は 20 代で最も高く評価され、若い世代に効果的である一方、「なし」

は全年代で支持されない。 

総合的に、若い世代は「ポイント」や「空席情報」に関心を持つ一方、年齢が上がるほ

ど「優待」や「災害情報」の価値が高まる傾向があり、「属性」の提供に対する抵抗が少

なく、「来店履歴」には強い抵抗が見られる。また、「自動決済」と「空席情報」は幅広

い年代で支持を集めるサービスである。 

 

図 26 年代別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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5.3.4 来街目的別 

 

 

このグラフ[図 27]は、回答者を来街目的別（「遊び」、「通学」、「通勤」、「居

住」）に分け、「提供データ」「サービス」「メリット」の 3 カテゴリについて選好をラ

ンク形式で評価したものである。 

提供データでは、「属性」が「遊び」目的で最も容認され、「通勤」でも抵抗が少ない

一方、「来店履歴」は全目的で強い拒否感を示し、特に「通学」と「遊び」で顕著であ

る。「位置情報」は「通勤」目的で最も抵抗が少なく、「遊び」目的で抵抗感が強い。サ

ービスでは、「空席情報」が「遊び」目的で最も高く支持され、「通勤」や「居住」でも

一定の支持を得る一方、「災害情報」は全目的で支持が低く、「遊び」目的で特に否定的

である。「自動決済」は全目的で支持され、「通勤」で最も高く評価されている。メリッ

トでは、「優待」が全目的で最も支持され、「居住」で特に評価が高い。「ポイント」は

「遊び」目的で最も支持される一方、「なし」は全目的で否定的評価を受けた。 

総合的に、「遊び」目的では空席情報やポイントサービスが支持される一方でデータ提

供には抵抗があり、「通勤」では自動決済の利便性が評価される。「居住」目的では優待

が高く支持され、災害情報にも一定の需要がある。「通学」ではポイントや空席情報を重

視しつつ、来店履歴提供への強い抵抗が見られる。全体的に「属性」や「位置情報」の提

供は容認されやすいが、「来店履歴」への抵抗感は強く、「自動決済」と「空席情報」が

広く支持される一方、「災害情報」の需要は限定的である。 

 

 

図 27来街目的別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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5.3.5 性別 

 

 

このグラフ[図 28]は、回答者を性別で分け、「提供データ」「サービス」「メリット」

の 3 つのカテゴリについて選好を分析したものである。 

提供データでは、「属性」は男女ともにプラスの値を示し、抵抗が少ないが、「来店履

歴」は最も低い値を示し、強い拒否感が確認された。「位置情報」は男女ともにやや抵抗

感があり、特に女性でやや低い値を示している。サービスでは、「空席情報」が男女とも

に最も支持され、女性でわずかに高い値を示しており、「自動決済」も全体的に支持され

る一方、「災害情報」は需要が低く、男性で特に抵抗が強いことが示された。メリットで

は、「優待」が男女ともに最も支持され、特に魅力的と評価されており、「ポイント」も

一定の支持を得ているが、「なし」は全体的に評価が低い。 

総合的に、女性は「空席情報」や「自動決済」に対する支持がやや高く、男性は「災害

情報」に対する抵抗が強い傾向がある。また、男女ともに「来店履歴」への提供には抵抗

があり、「優待」や「空席情報」のような明確なメリットを提供するサービスが支持され

る。今後の施策として、女性には利便性を強調したサービスを訴求し、男性には「災害情

報」の価値を向上させることでポジティブな認識を促進することが重要である。 

5.3.6 年収別 

 

図 28 性別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 

図 29 年収別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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このグラフ[図 29]は、回答者を年収別（「高所得（800 万以上）」、「低所得（600 万以

下）」）に分類し、「提供データ」「サービス」「メリット」の 3 カテゴリについて選好

を分析したものである。 

提供データでは、「属性」は高所得層・低所得層ともに抵抗が少なく、特に高所得層で

需要が高い一方、「来店履歴」は全体的に強い拒否感を示し、特に低所得層で顕著であ

る。「位置情報」も低所得層では抵抗感が強い傾向が見られる。サービスでは、「空席情

報」が最も支持され、高所得層で需要がやや高い。「自動決済」は全体的に支持され、特

に低所得層で利便性を重視する傾向が確認されたが、「災害情報」は全体的に需要が低

く、高所得層で特に支持が低い。メリットでは、「優待」が全体的に最も支持され、高所

得層で特に評価が高い。「ポイント」も低所得層で魅力的とされるが、「なし」は全体的

に拒否感が強く、特に低所得層で顕著である。 

総合的に、高所得層は「空席情報」や「優待サービス」を好み、属性データを活用した

パーソナライズにも適応性が高い。一方、低所得層は「ポイント」や「自動決済」に高い

支持を示し、メリットの明確化が重要である。来店履歴への拒否感は所得層に関わらず共

通しており、優待サービスは全体的に最も支持される項目である。施策としては、高所得

層には「空席情報」や「優待サービス」を中心に、低所得層には「ポイント」や利便性を

強調したサービスを訴求することが効果的と考えられる。 

 

5.3.7 学歴別 

 

 

このグラフ[図 30]は、回答者を学歴別（「大卒以上」「高卒以下」）に分類し、「提供

データ」「サービス」「メリット」の 3 カテゴリについて選好を分析したものである。 

提供データでは、「属性」は両層で抵抗が少なく、大卒以上がやや高い値を示している

一方、「来店履歴」は全体的に強い拒否感を示し、高卒以下でより顕著である。「位置情

報」も両層で抵抗感が見られるが、高卒以下の方がわずかに低い値を示している。サービ

図 30 学歴別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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スでは、「空席情報」が最も高い支持を得ており、両層で大きな差はないが、高卒以下が

やや高い値を示している。「自動決済」も全体的に支持され、特に高卒以下で利便性が重

視されている。一方、「災害情報」は高卒以下で需要が低く、大卒以上で比較的高い評価

を得ている。メリットでは、「優待」が両層で最も高く評価され、特に高卒以下で需要が

大きい。「ポイント」も高卒以下でやや高い支持を得ているが、「なし」は全体的に低評

価であり、特に高卒以下で拒否感が強い。 

総合的に、大卒以上は属性データや災害情報への抵抗が少なく、知識や情報の活用に寛

容である傾向がある。一方、高卒以下は「来店履歴」や「災害情報」に対する抵抗が強い

が、自動決済やポイントプログラムへの支持が高く、優待サービスへの期待も大きい。共

通して「来店履歴」の提供には強い拒否感を示し、「優待」や「空席情報」には強い支持

を示している。また、メリットがない場合の評価が非常に低い点も一致しており、明確な

付加価値を提供する施策が重要である。施策として、大卒以上には災害情報や属性データ

を活用した利便性重視のサービスを提供し、高卒以下にはポイントや優待を充実させ、具

体的なメリットを訴求することが求められる。 

 

5.3.8 子供あり・なし 

 

 

このグラフ[図 31]は、回答者を子供の有無で分け、「提供データ」「サービス」「メリ

ット」の 3 カテゴリについての選好を分析したものである。 

提供データでは、「属性」は両者ともに抵抗が少なく、特に子供なしで許容度が高い一

方、「来店履歴」は全体的に強い拒否感が示され、特に子供ありで顕著である。「位置情

報」も提供への抵抗感があり、子供ありでやや低い値を示している。サービスでは、「空

席情報」が最も高く支持され、特に子供ありで関心が強い。「自動決済」も全体的に支持

され、子供ありで利便性を重視する傾向が見られる一方、「災害情報」は子供ありで需要

が高く、子供なしで相対的に低い評価となっている。メリットでは、「優待」が最も高く

図 31子供あり、なし・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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評価され、特に子供ありで強い支持を示しており、「ポイント」も子供ありで高い評価を

得ているが、「なし」は両者ともに低評価であり、特に子供ありで拒否感が強い。 

総合的に、子供ありでは災害情報や自動決済、空席情報など実用性や安全性を重視する

傾向が強く、「優待」や「ポイント」など家族にメリットがあるサービスへの支持が高

い。一方、子供なしは災害情報への関心は低いものの、空席情報や自動決済などの利便性

が高いサービスを支持し、属性データの提供に対する許容度も高い。両者に共通して、

「来店履歴」への提供には強い拒否感があり、逆に「空席情報」や「優待」に対する支持

が高い。また、メリットがない場合の評価が低いことから、具体的な価値の提供が重要で

ある。施策として、子供ありには災害情報や優待、ポイントの充実を、子供なしには空席

情報や自動決済などの利便性を強調したサービスの提供を推進すべきである。 

 

5.3.9 介護者あり・なし 

 

 

このグラフ[図 32]は、回答者を家族に介護者がいるかどうかで分類し、「提供データ」

「サービス」「メリット」の 3 カテゴリについての選好を分析したものである。 

提供データでは、「属性」が介護あり・なしともに抵抗が少なく、特に介護ありで高い

許容度を示している一方、「来店履歴」は両者で強い拒否感が見られ、特に介護ありで顕

著である。「位置情報」は両者で中立的だが、介護ありでやや低い値を示し、提供への抵

抗が見られる。サービスでは、「空席情報」が最も高く支持され、特に介護なしで関心が

強い。「自動決済」も全体的に支持され、介護ありで特に高い値を示している一方、「災

害情報」は介護ありで需要が高く、介護なしでは低い値を記録している。メリットでは、

「優待」が最も高く支持され、特に介護ありで期待が大きい。「ポイント」も介護ありで

高い支持を得ているが、「なし」は両者で低評価であり、特に介護ありで拒否感が強い。 

総合的に、介護ありでは災害情報、自動決済、優待サービスなど、実用性や具体的なメ

リットを重視し、日常生活や介護に役立つサービスへの支持が高い。一方、介護なしは空

席情報や自動決済に高い関心を示し、利便性を重視する傾向が強いが、災害情報への関心

図 32介護あり、なし・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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は低い。共通して「来店履歴」の提供には強い拒否感を示し、「優待」や「空席情報」へ

の支持が非常に高い。また、メリットがない場合の評価が低いことから、具体的な価値の

提供が必要である。施策として、介護ありには災害情報やポイント、優待サービスを中心

に安心感と実用性を訴求し、介護なしには空席情報や自動決済など利便性の高いサービス

を強調することが効果的である。 

 

5.3.10 居住地域別 

 

 

このグラフ[図 33]は、居住地域の人口規模（「人口多い地域（50 万人以上）」「人口少

ない地域（50 万人未満）」）で回答者を分類し、「提供データ」「サービス」「メリッ

ト」の 3 カテゴリについて選好を分析したものである。 

提供データでは、「属性」は両地域で抵抗が少なく、特に人口多い地域で若干高い許容

度を示している一方、「来店履歴」はどちらも強い拒否感があり、特に人口少ない地域で

顕著である。「位置情報」も属性データに比べて提供への抵抗感がやや強く、人口多い地

域で若干許容されやすい傾向が見られる。サービスでは、「空席情報」が最も高い支持を

得ており、特に人口少ない地域で関心が強い。「自動決済」も全体的に支持され、人口少

ない地域でさらに高い値を記録しているが、「災害情報」は両地域で需要が低く、人口多

い地域で特に評価が低い。メリットでは、「優待」が最も高く評価され、地域間の差はほ

とんど見られない。「ポイント」も評価されているが、「なし」は両地域で低評価であ

り、特に人口多い地域で拒否感が強い。 

総合的に、人口多い地域では属性データや位置情報の提供に比較的寛容であり、空席情

報や自動決済といった利便性の高いサービスへの支持が顕著である。一方、人口少ない地

域では来店履歴提供への拒否感が強いが、災害情報や自動決済、空席情報といった実用性

の高いサービスへの需要が高く、ポイントや優待サービスにも積極的である。両地域とも

「来店履歴」への抵抗感と「優待」や「空席情報」への強い支持が共通しており、メリッ

トがない場合の評価が低い点から、具体的な価値提供が必要である。施策としては、人口

図 33居住地域別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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多い地域には空席情報や自動決済の利便性を訴求し、属性データを活用した個別対応を進

める一方、人口少ない地域には災害情報やポイントを強化し、日常生活に役立つサービス

を提供することが効果的である。 

 

5.3.11 IT スキル別 

 

 

このグラフ[図 34]は、回答者を IT スキルの高い層（自己評価が平均以上）と低い層（平

均未満）で分類し、「提供データ」「サービス」「メリット」の 3 カテゴリについての選

好を分析したものである。 

提供データでは、「属性」は両層ともに抵抗が少なく受け入れられている一方、「来店

履歴」は全体的に強い拒否感が見られ、特に IT スキル低い層で顕著である。「位置情

報」も両層で抵抗感があり、IT スキル低い層でやや強い傾向が確認された。サービスで

は、「空席情報」が最も高く支持され、特に IT スキル低い層でわずかに高い値を示して

いる。「自動決済」も全体的に支持され、IT スキル低い層で利便性への関心が強いことが

示唆される一方、「災害情報」の需要は限定的で、IT スキル低い層で若干高い評価を得て

いる。メリットでは、「優待」が最も高い支持を受け、両層でほぼ同等の需要を示してい

る。「ポイント」も評価されているが、「なし」は全体的に低評価であり、特に IT スキ

ル低い層で拒否感が顕著である。 

総合的に、IT スキル高い層は属性データや位置情報の提供に寛容であり、自動決済や空

席情報など利便性の高いサービスを評価する傾向がある。一方、IT スキル低い層は災害情

報や自動決済に高い関心を示し、特に実用性やメリットが明確なサービスを重視してい

る。共通して、「来店履歴」の提供には強い抵抗感があり、「優待」や「空席情報」への

支持が非常に高い。また、メリットがない場合の評価が低いことから、具体的な価値提供

が重要である。施策として、IT スキル高い層には自動決済や空席情報を活用した利便性を

訴求するサービス設計を進め、IT スキル低い層には災害情報やポイントを強調し、生活に

直結するメリットを提供することが効果的である。 

図 34居住地域別・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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5.3.12 シュワルツの価値観別 

 以下に、「快楽」「刺激」「普通主義」「博愛」「順応」「安全」「伝統」の 7 つの価

値観別にランク形式で分析した結果のグラフとれぞれの特性ごとの傾向や詳細な分析結果

を記載する。 

 

 

 

 

 

図 35価値観「快楽」・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 

図 36価値観「刺激」・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 

図 37価値観「普遍主義」・ランク形式のコンジョイント分析の結果 

(筆者作成) 
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図 38価値観「博愛」・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 

図 39価値観「順応」・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 

図 40価値観「安全」・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 

図 41価値観「伝統」・ランク形式のコンジョイント分析の結果(筆者作成) 
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この分析は、回答者の特性（快楽、刺激、普通主義、博愛、順応、安全、伝統）別に

「提供データ」「サービス」「メリット」の選好を評価したものである。提供データで

は、「属性」が全特性で抵抗が少なく、特に博愛や快楽で高く支持される一方、「来店履

歴」はすべての特性で強い拒否感が示され、特に博愛で顕著である。「位置情報」は中立

的からややマイナスの評価であり、順応や博愛でやや許容度が高い。サービスでは、「空

席情報」が全特性で最も高く評価され、特に快楽や安全で需要が大きい。「自動決済」も

利便性が高く評価され、刺激や快楽で特に支持が強い一方、「災害情報」は需要が限定的

で、博愛や順応でやや高い支持が見られる。メリットでは、「優待」が最も高く支持さ

れ、特に博愛や快楽で顕著である。「ポイント」も一定の需要があるが、「なし」は全特

性で低評価であり、特に安全や順応で拒否感が顕著である。 

特性別に見ると、快楽は利便性や直接的なメリットを重視し、「属性」や「位置情報」

に寛容。刺激は即時性を重視し、「来店履歴」に強い拒否感を示す。普通主義は保守的

で、「位置情報」や「来店履歴」の提供に抵抗が強いが、明確なメリットを重視する。博

愛は社会的意義を重視し、災害情報や優待に高い関心を示す一方、「来店履歴」に非常に

強い抵抗感を持つ。順応は現実的で、災害情報や空席情報に一定の需要を示し、メリット

がない場合の拒否感が強い。安全は安心感を重視し、空席情報や優待に高い関心を示す。

伝統は実用的なメリットを重視し、「来店履歴」への強い抵抗感を示すが、他のデータに

は比較的寛容である。 

総合的に、「空席情報」と「優待」はどの特性でも需要が高く、幅広い層に訴求可能で

ある一方、「来店履歴」は全特性で強い抵抗感があるため、提供の必要性を明確化し、代

替案を検討することが重要である。快楽や刺激には自動決済や空席情報など利便性を強調

したサービスを訴求し、博愛や安全には災害情報や社会的意義を伴う優待サービスを提供

することで、各特性に応じた効果的な施策が期待できる。 

 

5.4 仮説との照合 

 

この結果は、住民、通勤・通学者、遊びに来る人の視点に基づいて立てた仮説を支持す

るものであり、それぞれの視点で異なる傾向が確認された。 

住民は「災害時の安全ルートサービス」に対する評価が高く、提供データにおいても

「属性」や「位置情報」を比較的許容していることから、災害情報を重視し、安全性の向

上を求める傾向が仮説 1 と一致している。 

また、通勤・通学者は「自動決済サービス」に対する評価が最も高く、ワークショップ

で出された改札や決済の効率化を求める意見とも一致しており、仮説 2 を支持する結果と

なった。 
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さらに、遊びに来る人は「リアルタイムの空席情報」に高い評価を示し、「ポイント」

や「優待」といった具体的なメリットを重視する傾向が明確であり、ワークショップの意

見や渋谷スマートシティの「多様な空間活用」のビジョンとも合致し、仮説 3 を裏付ける

結果が得られた。 

これらの結果は、住民、通勤・通学者、遊びに来る人がそれぞれ異なるニーズを持つこ

とを示し、スマートシティの設計において利用者の属性や行動特性に応じたサービス提供

が重要であることを示唆している。 

 

5.5 先行研究との照合と本研究での発見 

 

本研究では、先行研究で報告されていた「スマートシティの住民や来街者は主に安全面

のサービスを重視する」という傾向とは異なり、渋谷スマートシティにおける住民や来街

者は、安全性よりも他の要素を重視する傾向が確認された。特に、年代別および来街目的

別で望むサービスに明確な違いが見られ、20 代は「空席情報」や「ポイント付与」といっ

た即時性や利便性に関連するサービスを重視し、30 代・40 代は「自動決済サービス」に

高い評価を示して通勤や日常生活の効率化を求め、50 代以上では「災害情報」や「優待」

など安全性や具体的なメリットを重視する傾向が確認された。また、来街目的別では、遊

びに来る訪問者が「リアルタイムの空席情報」や「イベント招待」といった効率的な楽し

みを可能にするサービスを好み、通勤・通学者は「自動決済」や「改札のスムーズ化」に

よる利便性向上を求め、居住者は「災害情報」や「安全ルート」など長期的な安全性を期

待する傾向が見られたものの、その重視度は先行研究ほど高くなかった。このように、渋

谷スマートシティでは、安全面のサービスを一律に重視するのではなく、年代や来街目的

に応じて異なるニーズが存在することが新たに明らかになり、特に若年層や訪問者が即時

的かつ体験型のサービスを求める点は、先行研究には見られなかった重要な発見である。

これらの結果は、スマートシティ設計において、画一的なサービス提供ではなく、利用者

層ごとの柔軟なサービス設計が必要であることを示唆している。 
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第6章 本研究の妥当性確認(外部評価 自

治体調査) 

 

 本章では、スマートシティ事業やパーソナルデータ活用に関する専門知識を有する 6 名

の有識者から外部評価をいただき、本研究の結果について、有効性、課題、そして今後の

展望という 3 つの観点から助言をいただいた内容を示す。 

 

・国内のスマートシティ関連プロジェクトに携わるコンサルティングファームの担当者 

 総評としては「ビジネスサイドの人が関心を持つ分析結果である」と評価を受けた。特

に、「ビジネスサイドが知りたいことに対して定量的な分析が行われている点」と、「フ

ラットな視点で中立的に分析されている点」が評価され、スマートシティやパーソナルデ

ータ活用に関する従来の調査にありがちなバイアスが排除されている点も認められた。 

 一方で課題として、分析結果の背景にある定性情報が不足している点が指摘された。具

体的には、提供データにおける「来店履歴」の提供に対する強い抵抗感や、「安全性」に

関するサービスへの期待が少ない理由について、さらなる解釈や補足が必要であるとされ

た。 

 また、今後の研究の展望として、スマートシティが運用フェーズに入った地域における

住民のサービス期待の変化を調査する必要性が示唆された。本研究は主にスマートシティ

の開発フェーズにおける検討を目的としているため、運用フェーズでの調査や住民ニーズ

の変化を捉える研究は、次のステップとして重要である。これらの指摘を踏まえ、本研究

のさらなる発展に向けて、定性的な情報の収集や運用フェーズにおける調査を進めていく

ことが求められる。 

 

・海外のスマートシティ関連プロジェクトに携わるコンサルティングファームの担当者 

 総評としては、「非常に関心を惹く分析結果であり、スマートシティ事業に直接活用で

きる研究である」との評価を受けた。有効性としては、第一に、本研究が渋谷スマートシ

ティで実際に取得・活用しているデータやサービスを基に調査を行っているため、事業へ

の応用可能性が高い点、第二に、調査サンプル数が多く結果の信頼性が高い点が挙げられ

る。 

 一方、課題として「調査項目が限定的である点」が指摘された。具体的には、交通や電

力の効率化、持続可能なインフラ整備など、スマートシティの他の重要な要素が十分に考
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慮されていないとの指摘があった。例えば、交通では渋滞緩和や公共交通の利用促進、電

力では再生可能エネルギーの活用やエネルギー消費の最適化が挙げられる。 

 また、今後の展望として、「現状のスマートシティのサービス改善にどのように取り組

むべきかをさらに踏み込んで調査することで、より有益になる」との助言を得た。このよ

うな視点を加えることで、事業者の実務に寄与し、スマートシティの発展に繋がる研究が

期待される。 

 

・パーソナルデータを活用した事業企画に従事する通信業界の担当者 

 総評としては「タイムリーで重要な問題を取り上げている」と評価された。特に、スマ

ートシティにおけるデータ提供に関する住民の意向を明らかにするというテーマが社会的

課題やビジネスにおいて高い関連性を持つ点が評価された。 

 また、有効性として、単に「どの種類のデータに対して抵抗感があるのか」や「期待さ

れるサービスは何か」を調査するだけでなく、「どんなデータを提供した際にどのような

サービスを求めるのか」という、実際のビジネスに応用可能な形での分析を行っている点

が挙げられる。このような視点を取り入れた研究設計は、スマートシティやパーソナルデ

ータ活用を検討する企業にとって有益であると評価された。 

 一方で、課題として調査項目の限定性が指摘され、特にポイント付与や優待といったメ

リットが事業者にとって実現が難しい場合に、その他のサービス分野でパーソナルデータ

提供意向を高める方法を模索する必要があると助言を受けた。また、既に取得されている

位置情報や属性情報とは異なり、現在のところ取得が難しいパーソナルデータについて、

その提供意向と引き換えに求められる具体的なサービスを明らかにすることが求められる

とも指摘された。これらの課題を踏まえ、調査項目の見直しや、事業者が実現可能な形で

パーソナルデータ提供を促進する手法を探ることが、本研究のさらなる発展につながると

考えられる。 

 

・デロイトグループでスマートシティ推進を専門とするコンサルタントA氏・B氏 

A氏は、本研究がスマートシティにおける個人情報の取得と活用というタイムリーかつ重

要なテーマに焦点を当て、オリジナルデータを活用した定量的分析を試みた点を高く評価

した。また、独自にデータを取得し、定量的な手法を用いてビジネスや政策に応用可能な

知見を提供している点についても有益であると認められた。 

一方で課題として、海外の先行研究との比較やそれとの差分が明示されておらず、本研

究の新規性や独自性が不明瞭である点が指摘された。また、渋谷区への居住・来街経験の

有無が調査結果に影響を与える可能性があるにもかかわらず、その点への考察が不十分で

あり、居住者と来街者の選好の違いを検証する定量的な分析が求められるとされた。 

さらに、展望としては、匿名加工データの限界を踏まえつつ、データの組み合わせによ
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る高度な活用の可能性を探ることや、非匿名データの取得を通じた個別化されたサービス

提供の実現、そのサービスに対する金銭的対価の妥当性を検討することが期待されてい

る。特に、個人データ提供の結果として得られる高度なサービスに対し、どの程度の対価

が支払われるかを分析することで、スマートシティの持続可能性に寄与する重要な示唆を

提供できると指摘された。 

 

B 氏は、本研究がスマートシティ展開の課題である個人情報の取得に焦点を当て、渋谷区

という官民連携の先進地域を対象に属性別の傾向を分析した点を高く評価した。また、こ

の研究が他の大都市への応用可能な示唆を提供する可能性を有している点も評価された。

具体的な有効性として、スマートシティの重要課題である個人情報の取得に着目したこ

と、渋谷区という事例を通じて他の地域にも役立つ知見を得られること、さらに居住者や

訪問者、通勤・通学者といった属性別の傾向を分析していることが挙げられた。 

一方で課題として、個人の属性だけでなく提供される具体的なサービスに対する「個人

データ提供の意欲」を分析する必要性が指摘された。また、渋谷区が外国人観光客の多い

地域であることを踏まえ、外国人のデータ提供意欲や日本人との違いを分析することで新

たな示唆が得られる可能性がある点も課題とされた。 

今後の展望としては、災害対策が喫緊の社会課題であることから、居住者以外の属性や

行動に応じた災害情報の提供方法を考察することや、渋谷区の特性を理解するために他の

スマートシティとの比較を行い、都市型スマートシティの特性や他地域との違いを明らか

にすることが有効であるとされた。また、個人データ提供の意欲に関して、スマートシテ

ィの属性や提供されるサービスの違いが与える影響を測定することで、より広範な知見を

得られる可能性が期待されている。 

 

・前橋市スマートシティ 推進担当者 

総評としては個人情報提供に関する同意取得の現状と課題を整理し、提供データと経済

的メリットの関係を明らかにした点で高く評価できる。先行研究・予備調査・本調査・分

析が丁寧に行われており、学術的信頼性が確保されていることも強みである。また、自治

体や民間企業にとって有用な情報を提供し、スマートシティ施策の設計にも寄与し得る重

要な研究である。特に、民間デジタルサービスにおける個人情報の取り扱いについて、利

用者が十分に理解せずに同意するケースがあるという指摘は重要であり、本研究はその課

題解決の一助となる可能性を示している。 

一方で、自治体においては「利他的動機（地域貢献）による個人情報提供」の側面も考

慮する必要がある。本市では官民連携会社を通じて個人情報提供の同意を取得し、地域活

性化や行政施策の基礎データとして活用しており、本研究の視点とは異なる側面がある。

今後、利他的動機を考慮したデータ提供モデルの検討も求められる。さらに、スマートシ
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ティ事業の持続可能性を確保するには、自治体単独ではなく、全国またはブロック単位で

共通のプラットフォームを民間主導で構築することが重要である。本市では、デジ田交付

金を活用し民間サービスの立ち上げを支援してきたが、マネタイズに苦戦し、公共分野に

近い形態の民間サービスが多く生まれた。 

この課題を踏まえ、今後は適切な自治体規模や行政コストの圧縮効果を考慮した事業設

計が必要であり、特に交通や医療など全国共通のプラットフォームを整備することで、自

治体の負担を軽減し、スマートシティの持続的発展につなげるべきである。 

 

 ６人の外部評価をまとめると、本研究は「ビジネスに応用可能であり、現場に直結する

有益な分析結果を提供している」と評価された。有効性としては、実際のデータやサービ

スを基にした調査設計、幅広い対象者を含む大規模なサンプルサイズ、そして中立的かつ

定量的な分析手法が挙げられる。一方で、課題として調査項目の限定性や定性情報の不

足、スマートシティの他の重要な要素（例：交通やエネルギー効率化）への配慮が十分で

ない点が指摘された。特に「来店履歴」の提供に対する抵抗感や、「安全性」への期待が

少ない理由について、背景を深掘りする必要性が強調された。 

 また、今後の展望として、スマートシティが運用フェーズに入った地域での住民ニーズ

の変化を調査することや、取得が難しいデータを活用するための新たなインセンティブや

サービス設計を模索することが求められた。これらの評価や助言から、本研究はスマート

シティ研究の基盤を形成している一方で、さらなる発展の可能性があることが示唆され

た。特に、データ利活用の幅を広げるためには、定性的視点を取り入れた分析や、事業者

が現実的に実行可能な施策の提案が求められており、次のステップへの期待が高まる。 
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第7章 結論 

7.1 本研究の流れ 

本研究の流れを再度まとめると以下のようになる。本研究は、スマートシティにおける

住民や来街者の意向を調査し、その結果を基にプライバシー保護と利便性向上の両立を目

指した提案を行うことを目的としている。そのため、第 1 章から第 7 章までを通じて、背

景、方法、結果、外部評価、結論の順に体系的に構成されている。 

第 1 章では、研究の背景と目的を明確化している。スマートシティにおける個人情報の

取り扱いに関する社会的課題を指摘し、特に「匿名加工情報」を活用した住民のプライバ

シー保護に焦点を当てている。また、本研究が取り組むべきテーマとして、プライバシー

と利便性のバランスを探る必要性を示している。 

第 2 章では、スマートシティの技術的および社会的背景を概観し、これらが持つ可能性

と課題について議論している。特に、ICT を活用したデータ統合やサービス提供の仕組み

がもたらす利点とともに、個人情報の扱いに対する懸念について詳細に述べられている。 

第 3 章では、研究の具体的な目的と方法論が説明されている。渋谷スマートシティを事

例とし、住民や来街者を対象としたコンジョイント分析を用いて、個人情報提供に関する

意向をデータとして収集する手法が採用されている。 

第 4 章では、調査の設計と実施について述べている。アンケート調査やインタビューを

通じて収集されたデータの性質や構成が説明され、調査対象者の属性やサンプルサイズに

ついても詳述されている。 

第 5 章では、データ分析の結果が示されている。コンジョイント分析を通じて、住民や

来街者が個人情報提供に際して重視する条件が明らかにされており、属性別の傾向が具体

的に示されている。 

第 6 章では、分析結果を外部から評価する観点が示されている。調査対象者の個人情報

提供に関する条件や意識が、実際のスマートシティ運営にどのような影響を及ぼすかが議

論されており、外部視点からの分析結果の妥当性を示唆している。 

第 7 章では、本研究全体の結論が述べられている。調査と外部評価を通じて得られた知

見を総括し、スマートシティにおけるプライバシー保護と利便性向上を実現するための提

案が提示されている。また、研究の限界と今後の課題についても言及し、さらなる研究の

必要性が示唆されている。 
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7.2 分析結果 

7.2.1 スマートシティの選好把握について 

回答者全体の傾向として、スマートシティにおけるデータ提供では、性別や年代などの

属性情報の提供に対する抵抗が最も少なく、位置情報には一定の抵抗感があり、来店履歴

の提供には強い抵抗感が示されている。望まれるサービスとしては、空席情報の提供が最

も支持され、自動決済システムも一定の支持を得ているが、災害情報の提供に対する関心

は他のサービスと比較して低い。また、期待するメリットとしては、割引や特典などの優

待が最も重視され、ポイント付与にも一定の魅力を感じているが、明確なメリットがない

場合には強い不満を感じる傾向がある。 

年代別でのスマートシティの選好についての傾向は、若年層（20代、30代）と中高年層

（40代、50代以上）で異なる特徴が見られる。まず、データ提供に関して、性別や年代な

どの属性情報の提供には全ての年代で抵抗が少なく、特に20代でその傾向が強い。一方、

位置情報の提供に対する抵抗感は年代が上がるにつれて低下し、50代以上ではほぼ中立的

な態度を示している。来店履歴の提供には全年代で強い抵抗感があり、特に30代と40代で

顕著である。次に、サービスの選好について、空席情報の提供は全ての年代で支持され、

特に20代で高い関心が示されている。自動決済システムは全年代で支持されており、特に

40代でその傾向が強い。災害情報の提供に関しては、全年代で関心が低く、特に20代と30

代でその傾向が顕著であるが、50代以上では一定の需要が示唆される。さらに、メリット

の期待に関して、優待（イベント招待など）は全年代で最も重視され、特に50代以上でそ

の傾向が強い。ポイント付与は若年層ほど高く評価され、20代で最も高い関心が示されて

いる。メリットがない場合は、全年代で好ましくないとされている。総合的に見ると、若

年層は位置情報やポイント付与に対する抵抗感が低く、積極的にサービスを利用したい意

向が強い。一方、年齢が上がるにつれて、優待サービスや災害情報の価値が高く評価され

る傾向がある。また、属性情報の提供には全体的に抵抗が少なく、来店履歴の提供には年

代を問わず強い抵抗感が示されている。サービスのニーズとしては、自動決済と空席情報

が強く支持され、災害情報の需要は限定的である。メリットのニーズに関しては、優待が

最も支持される一方、ポイント付与も若年層を中心に一定の需要があり、メリットがない

場合は全ての年代で支持されない。 

来街目的別でのスマートシティの選好についての傾向は、目的ごとに異なる特徴が見ら

れる。まず、データ提供に関して、属性情報の提供には「遊び」目的の人々が最も抵抗が

少なく、特に「通勤」目的では中立的な態度が示されている。一方、位置情報の提供に対

する抵抗感は「通勤」目的で最も低く、「遊び」目的では抵抗が強い。来店履歴の提供に

は全ての目的で強い抵抗感があり、特に「通学」と「遊び」目的で顕著である。次に、サ
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ービスの選好について、空席情報の提供は全ての目的で支持され、特に「遊び」目的で高

い関心が示されている。自動決済システムは全ての目的で支持されており、特に「通勤」

目的でその傾向が強い。災害情報の提供に関しては、全ての目的で関心が低く、特に「遊

び」目的でその傾向が顕著であるが、「居住」目的では一定の需要が示唆される。さら

に、メリットの期待に関して、優待（イベント招待など）は全ての目的で最も重視され、

特に「居住」目的でその傾向が強い。ポイント付与は「遊び」目的で最も高く評価され、

「通学」や「通勤」目的でも支持されているが、「居住」目的では比較的低い支持に留ま

っている。メリットがない場合は、全ての目的で好ましくないとされ、特に「通勤」目的

でその傾向が強い。総合的に見ると、「遊び」目的の人々は空席情報やポイントサービス

に高い支持を示す一方、データ提供には抵抗感が強い。「通勤」目的の人々は自動決済の

利便性を特に評価し、メリットがない場合への否定感が最も強い。「居住」目的の人々は

優待サービスに高い評価を与え、災害情報にも一定の需要がある。「通学」目的の人々は

ポイントや空席情報を重視するが、来店履歴の提供には強い抵抗感を示している。また、

提供データの特性として、属性や位置情報の提供は比較的容認されるが、来店履歴には全

体的に強い抵抗がある。サービスの需要としては、自動決済と空席情報が全体的に強く支

持され、災害情報の需要は限定的である。メリットのニーズに関しては、優待が最も支持

され、特に「居住」や「遊び」目的で顕著であり、メリットがない選択肢は全体的に評価

が低い。 

 

7.2.2 本研究を踏まえた提案 

スマートシティの構築にあたっては、住民の年代や来街目的に応じたニーズを的確に捉

え、以下の点を考慮することが重要である。 

・データ提供に関する配慮: 性別や年代などの属性情報の提供には抵抗が少ない一方、来

店履歴の提供には強い抵抗感が示されている。特に30代と40代でその傾向が顕著であるた

め、データ収集の際にはプライバシーへの懸念を十分に考慮し、必要最小限の情報収集に

努めることが求められる。 

・サービスの優先順位付け: 空席情報の提供は全体的に支持され、特に20代で高い関心が

示されている。自動決済システムも一定の支持を得ており、特に40代でその傾向が強い。

一方、災害情報の提供に対する関心は他のサービスと比較して低く、特に20代と30代でそ

の傾向が顕著である。これらのニーズを踏まえ、住民の年代や来街目的に応じたサービス

の提供を検討することが望ましい。 

・メリットの提供: 割引や特典などの優待が最も重視され、特に50代以上でその傾向が強

い。ポイント付与は若年層ほど高く評価され、20代で最も高い関心が示されている。明確
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なメリットがない場合、全ての年代で強い不満を感じる傾向があるため、住民に対して具

体的なメリットを提示することが重要である。 

・来街目的に応じた対応: 「遊び」目的の人々は空席情報やポイントサービスに高い支持

を示す一方、データ提供には抵抗感が強い。「通勤」目的の人々は自動決済の利便性を特

に評価し、メリットがない場合への否定感が最も強い。「居住」目的の人々は優待サービ

スに高い評価を与え、災害情報にも一定の需要がある。「通学」目的の人々はポイントや

空席情報を重視するが、来店履歴の提供には強い抵抗感を示している。これらの違いを考

慮し、来街目的に応じたサービスの提供やデータ収集方法を工夫することが求められる。 

・プライバシー保護の徹底: 住民のデータ提供に対する抵抗感を軽減するため、データの

匿名化やセキュリティ対策を強化し、プライバシー保護を徹底することが必要である。ま

た、データの収集目的や利用方法を透明化し、住民の信頼を獲得することが重要である。 

さらに、スマートシティのサービス設計やデータ活用方針を策定する際には、対象とな

る地域の来街者の年代構成や目的を考慮し、最適なサービス提供を目指すことが求められ

る。これにより、住民一人ひとりが最適なサービスを享受できる都市や地域の実現に近づ

くことができる。 

 

7.3 本研究の課題と今後の展望 

 

 本研究はスマートシティにおける個人情報提供意向や住民が期待するサービスを明らか

にし、実務に応用可能な有益な知見を提供したが、いくつかの課題と今後の展望が示され

た。 

 課題として、調査項目が限定的で交通やエネルギー効率化といったスマートシティの他

の重要な要素が十分に考慮されていない点や、データ提供に対する心理的背景に関する定

性情報が不足している点が挙げられる。また、本研究が開発フェーズに焦点を当てている

ため、運用フェーズにおける住民意識やサービス期待の変化を調査していない点も指摘さ

れた。さらに、ポイント付与や優待といった施策の実現が難しい場合に、他の持続可能な

インセンティブやサービス分野でデータ提供意向を高める方法が必要であることや、取得

が難しいパーソナルデータについての調査が不足している点も課題とされた。 

 これらを踏まえ、今後は調査項目の拡充や定性調査の導入、運用フェーズでの長期的な

住民ニーズの変化の把握、未取得データ領域の調査、事業者が実現可能な施策の提案を進

めることが求められる。本研究の成果と課題を基に、住民や来街者の意向を反映した、よ

り包括的かつ持続可能なスマートシティの構築が期待される。 
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付録 

⚫︎［予備調査でのインタビューの質問事項］ 

・シブヤ・スマートシティの具体的な取り組みについて 

Q1.現在、シブヤ・スマートシティではどのようなプロジェクトやサービスが

進行中ですか？ 

Q2.「渋谷らしさ」をスマートシティで実現するために取り組んでいる具体例

を教えてください。 

Q3.現在スマートシティではどのようなデータを取得し，どのように活用しい

るのか 

 

・シブヤ・スマートシティの課題について 

Q4.現在、シブヤ・スマートシティの推進における課題は何ですか？ 

Q5 プライバシー保護に対する住民の懸念にどのように対応していますか？ 

Q6.スマートシティ推進において、他の自治体や企業との連携で課題を感じた

経験はありますか？ 

 

AI カメラの導入について 

Q7.シブヤ区で導入された AIカメラの具体的な目的と期待される成果を教えて

ください。 

Q8.AI カメラによる人流データの活用は、具体的にどのような分野（防犯、商

業、観光など）で役立っていますか？ 

Q9.AI カメラ導入後に住民や来街者から寄せられた意見やフィードバックにつ

いて教えてください。 

 

・この研究の重要性について 

Q10.スマートシティ推進において、特にシブヤ区が重要だと考えられる理由は

何ですか？ 

Q11.シブヤ区のスマートシティ推進において、どのような価値が住民や来街者

に提供されるとお考えですか？ 

Q12.スマートシティにおけるパーソナルデータの利活用に関する意識につい

て、住民や事業者の反応はどのように変化してきたと感じますか？ 
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⚫︎［アンケート調査項目（分析で活用した部分を抜粋）］ 

 

S1 あなたの年代を１つお選び下さい。(SA)  

1 20代      2 30 代   ３ 40代   4 50代     5   60代以上   

 

S2  あなたの性別について、あてはまるもの１つをお選び下さい。(SA) 

1 男性   2 女性       

 

F1 あなたの現在の婚姻形態について、あてはまるもの１つをお選び下さい。

(SA) 

1 独身  ２結婚している（別居を含む）  ３   離婚   ４ 死別   

５ その他 

 

F2 現在のお住まいでの世帯構成について、あてはまるもの１つをお選び下さ

い。(SA) 

１ 単身世帯          ２ 核家族世帯(夫婦のみ)     ３ 核家

族世帯(親と子) 

４ 三世代世帯(親・子・孫)     5 兄弟姉妹世帯    ６ その他（自

由記述） 

 

F3 あなたは現在、ご家族の介護あるいは看病をされていますか。(SA)   １ 

はい   ２ いいえ 

 

F4 あなたのお子さんについて、あてはまるもの１つをお選び下さい。(SA)  

1 子どもはいない        2    1人いる    

３ 2人いる         ４ 3人以上いる   

 

SQF4 あなたのお子さんの年齢について、あてはまるものをいくつでもお選び

下さい。(MA)  

1  小学校に上がる前の年齢の子どもがいる      2 小学生の子どもがいる 

3 中学生の子どもがいる  4 高校生の子どもがいる  5 大学生・大学

院生の子どもがいる  

6 学校を卒業した子どもがいる 
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F5 あなたが家計を共にするご家族全員の方の給料・年金・その他のすべての

収入を合わせると、 

どのくらいになりますか。おおよその額を１つお選び下さい。(SA) 

1 200万円未満              ２ 200万円以上 400万円未満  ３    
400万円以上 600万円未満 
4   600 万円以上 800万円未満    ５  800万円以上 1000 万円未満    ６ 
1000万円以上 1500万円未満 
7 1500万円以上            
 

F6 あなたが最後に卒業した学校（または在学中の学校）を、１つお選び下さ

い。(SA) 

１ 中学校   ２ 高等学校   ３ 専門学校  ４ 短期大学・高等専
門学校 
５ 大学    ６ 大学院    ７ その他（自由記述） 
 
F7 現在あなたがお住まいの基礎自治体（市町村など）について、あてはまる
もの１つをお選び下さい。(SA) 
１ 東京 23 区      ２ 政令指定都市   ３ １と２を除く人口 50
万人以上の自治体 
４ １を除く人口 50万人未満 20 万人以上の自治体５ １を除く人口 20万人
未満 5万人以上の自治体 
６ 人口 5万人未満の自治体     ７ いずれもあてはまらない 
 
Q1 （BIG5）あなたはご自身の性格をどのように思われますか。以下のそれぞ

れについて、１つお選び下さい。(マトリクス) 
１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも

いえない  
4 すこしそう思う 5とてもそう思う 
控え目だ 
全般的に人を信じやすい 
怠けやすい 
ストレスにうまく対処する 
芸術への関心はほとんどない 
外向的で社交的だ 
他人のあら探しをしやすい 
完璧主義者だ 
緊張しやすい 
活発な想像力をもっている 
 
Q2 （シュワルツの価値観）あなたは次の事がらを「大切だ」と思われます

か。以下のそれぞれについて、１つお選び下さい。(マトリクス) 
１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも

いえない  
4 すこしそう思う 5とてもそう思う    
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1 何かを成しとげ成功して人に認められること 
2 お金や高価な物をたくさん持つこと 
＊3楽しいことをすること 
＊4驚きや目新しさを求め、たくさんのことを試すこと 
5 自分のことは自分で決め、自由で他人に頼らないこと 
＊6あらゆる人が平等に扱われ、等しい機会を持つこと 
＊7周囲の人を助けて、幸せにすること 
＊8人の指示や決められたルールに従うこと 
9 人の注目を受けず、控えめで穏やかであること 
＊10安全な環境に住み、危険なことを避けること 
＊11自分のふるさとや住んでいる地域のために尽くすこと 
 
Q3 次の事がらへの満足度について、それぞれ１つお選び下さい。(マトリク

ス) 
１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも

いえない  
4 すこしそう思う 5とてもそう思う 
健康について満足している 
家計・収入について満足している 
家庭・家族について満足している 
（家族以外の）人間関係について満足している 
学業あるいは仕事について満足している 
生活全般について満足している 
 
Q4 あなたはご自身について、次の事がらがあてはまると思いますか。それぞ

れ１つお選び下さい。(マトリクス) 
１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも

いえない  
4 すこしそう思う 5とてもそう思う 
人の良いところを見つけることができる 
いつも相手を理解しようと心がけている 
他者の良いところも悪いところも、ありのままに受け入れられる 
自分の意見を主張するより相手の言うことに耳を傾ける 
人を表面的に判断しない 
人に対して心を閉ざしている 
人の行動に関心がある 
ちょっとしたことでも、人の世話をしてあげることが楽しい 
日々、幸せを感じる 
私は有能である 
周囲の求めることに応えている 
これまでの人生は、変化・学習・成長に満ちていた 
今の自分は「本当になりたかった自分」である 
人の喜ぶ顔が見たい 
私を大切に思ってくれる人たちがいる 
人生において感謝することがたくさんある 
日々の生活において、他者に親切にし、手助けしたいと思っている 
ものごとが思い通りにいくと思う 
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学校や仕事での失敗や不安な感情をあまり引きずらない 
他者と親しい関係を維持できる 
人生で多くのことを達成してきた 
自分と他者をあまり比較しない 
何ができて何ができないかは、自分次第である 
テレビを見るとき、それほどチャンネルを変えない 
自分の信念はあまり変化しない  

 

Q14   あなたは次の政策分野を「重要だ」と思いますか。それぞれ１つお選び
下さい。(マトリクス) 

１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも
いえない  

4 すこしそう思う 5とてもそう思う    

1.  経済政策   2.  医療・福祉政策 3.  労働政策       4.  

教育政策    

5. 科学技術政策 6.  環境政策     7.     外交政策   

8.  安全保障政策   

 

Q19   東京都の「渋谷」駅周辺（徒歩 15分圏内）のエリアに、あなたは以下

のような理由で行きますか。理由としてあてはまるものをいくつでも選んで下

さい。（MA） 

１ 娯楽（遊び・買い物・飲食・旅行など）   ２ 仕事    ３ 学

校・塾・習い事 

４ 用事（通院・美容院・スポーツクラブ・金融機関・手続きなど）  ５ 

交通の乗換え 

６ そのエリアや近隣に居住している   ７ 行かない   ８ その他  

 

Q20 「スマートシティ」は、データや情報技術などを活用して、マネジメン
ト(計画・整備・管理・運営)を高度化させ、さまざまな住民サービスの提
供・課題の解決・価値の創出を行うことを目指す都市や地域のことです。
これについて、それぞれ１つお選び下さい。(マトリクス) 

１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも
いえない  

4 すこしそう思う 5とてもそう思う    

１ スマートシティについてよく知っている 

２ スマートシティをどんどん発展させるべきだ 

３ スマートシティ発展のために、匿名なら自分の情報データなら提供しても

良い 
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４ スマートシティ発展のためとはいえ、自分の個人情報データを提供したく

ない 

５ 東京の渋谷のように多くの人が訪れる街がスマートシティになるのは好ま

しいことだ 

 

Q21 スマートシティに来た人が、スマートフォンを通じて「情報データ」を
提供すると、サービスを受けられるとします。どのような条件の下でな
ら、あなたは自分の情報データを提供しても良いと思いますか。以下の９
つについて、それぞれ１つお選び下さい。(マトリクス) 

１ まったく提供したくない 2 あまり提供したくない  3 どちらとも
いえない  

4 まあ提供しても良い 5 喜んで提供する 

8 

１ 自分の位置や移動に関する情報を提供すると、緊急時（災害や事故など）

に避難する経路や場所を知ることができる。 

２ 自分の来店履歴や商品の購買歴に関する情報を提供すると、登録した払い

方で自動決済できる。 

３ 自分の属性（性別・年代）に関する情報を提供すると、おすすめスポット

やお店の空席情報を知ることができる。 

４ 自分の位置や移動に関する情報を提供すると、おすすめスポットやお店の

空席情報を知ることができる。 

５ 自分の属性（性別・年代）に関する情報を提供すると、登録した払い方で

自動決済できる。 

６ 自分の来店履歴や商品の購買歴に関する情報を提供すると、登録した払い

方で自動決済でき、またお店の優待やイベントの招待などを受けられる。 

７ 自分の位置や移動に関する情報を提供すると、緊急時（災害や事故など）

に避難する経路や場所を知ることができ、またお店の優待やイベントの招待な

どを受けられる。 

８ 自分の来店履歴や商品の購買歴に関する情報を提供すると、登録した払い

方で自動決済でき、ポイントや地域通貨がもらえる。 

９ 自分の属性（性別・年代）に関する情報を提供すると、おすすめスポット

やお店の空席情報を知ることができ、ポイントや地域通貨がもらえる。 

 

Q22 同じく以下の９つについて、あなたにとってもっとも望ましいものを第 1

位、もっとも好ましくないものを第 9位として、ランキングをつけて下さい。  

１ 自分の位置や移動に関する情報を提供すると、緊急時（災害や事故など）

に避難する経路や場所を知ることができる。 
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２ 自分の来店履歴や商品の購買歴に関する情報を提供すると、登録した払い

方で自動決済できる。 

３ 自分の属性（性別・年代）に関する情報を提供すると、おすすめスポット

やお店の空席情報を知ることができる。 

４ 自分の位置や移動に関する情報を提供すると、おすすめスポットやお店の

空席情報を知ることができる。 

５ 自分の属性（性別・年代）に関する情報を提供すると、登録した払い方で

自動決済できる。 

６ 自分の来店履歴や商品の購買歴に関する情報を提供すると、登録した払い

方で自動決済でき、またお店の優待やイベントの招待などを受けられる。 

７ 自分の位置や移動に関する情報を提供すると、緊急時（災害や事故など）

に避難する経路や場所を知ることができ、またお店の優待やイベントの招待な

どを受けられる。 

８ 自分の来店履歴や商品の購買歴に関する情報を提供すると、登録した払い

方で自動決済でき、ポイントや地域通貨がもらえる。 

９ 自分の属性（性別・年代）に関する情報を提供すると、おすすめスポット

やお店の空席情報を知ることができ、ポイントや地域通貨がもらえる。 

 

 

Ｑ30 現在のあなたの働き方について、あてはまるものをいくつでも選んで下

さい。（ＭＡ） 

1   給与を得る形では働いていない（Q39へ） ２ パート・アルバイト   

３ 自営業・自由業 

４ 派遣・契約・嘱託といった形での雇用   ５ 常時雇用   ６ その

他 

 

Q32    現在あなたが働いている業種について、あてはまるものをいくつでも

選んで下さい。（ＭＡ）  

１ 農林水産業  ２ 設備・建設業  ３ 製造・鉱工業  ４ 保安・運
輸・運送業   
５ 電気・ガス・熱供給・水道業    ６ 情報通信業    ７ 卸売・小
売業 
８ 飲食・宿泊業    ９ 金融・保険・不動産業   10   コンサルテ
ィング・調査・研究   
11 教育        12 公務員・公的機関    13 医療・福祉    14   
美容・理容   
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15 スポーツ・芸術・音楽・配信・エンターテイメント      16 その他  
17 あてはまらない 
 

Q33  あなたが現在働いている職種について、あてはまるものをいくつでも選

んで下さい。（ＭＡ） 

1)技術 2) 事務 3)販売 4)専門 5)サービス 6)管理 7)保安 8)生産工程 9)農

林漁業 10)輸送・機械運転 11)建設採掘 12)運搬・清掃・包装等 13)その他 

 

 

Q40 インターネット、コンピュータなどの使用法や技術について、あなたは
どこで習得しましたか。あてはまるものをすべて選んで下さい。（ＭＡ） 

１ テキストや情報を利用して独学で    ２ 知人・友人を通じて    

３ 学校で 

４ 民間・公的機関等による講座・カリキュラムなどで  ５ 職場や仕事を

通じて 

６ 家族や知人を通じて   ７ その他    ８ 習得していない 

 

Q41 あなたはデジタル技術（コンピュータ・スマートフォン・ゲーム機器・
インターネットなどを利用する技術）について、どのようにお考えです
か。それぞれ１つお選び下さい。(マトリクス) 

１ まったくそう思わない  2 あまりそう思わない  3 どちらとも
いえない  

4 すこしそう思う     5 とてもそう思う 

デジタル技術は多くの新しい仕事・雇用を生み出す 

デジタル技術はこれまでの仕事・雇用の価値を失わせる 

デジタル技術は個人生活（家族の世話や趣味など）を充実させる 

デジタル技術は、人工的で非人間的な生活様式を作り出す 

デジタル技術に頼らず、もっとシンプルに暮らした方が良い 

デジタル技術の活用は女性より男性に向いている 

デジタル技術の活用に自信が持てない 

デジタル技術の進歩は最終的に社会を破壊するだろう 

デジタル技術の新たな発展について知ることは楽しい 

私はデジタル技術の新たな動向についてよく知っている 

私たちの生活を向上させるためのデジタル技術の新しい活用方法に興味がある 

 

Ｑ42 あなたは、どのようなデジタル技術について、次のようなことができて
いると思いますか。 

それぞれ１つお選び下さい。(マトリクス) 



 

 93 

１まったくそう思わない 2あまりそう思わない  3 どちらとも
いえない  

4 すこしそう思う 5とてもそう思う 

チャットや SNSでコミュニケーションする 

電子メールを使う 

関心のある事柄についてインターネットで調べる 

インターネット上の情報の正誤を確かめようとする 

インターネットで商品やサービスの売買、銀行取引などの手続きを行う 

オンラインでリアルタイムの会議や議論をする 

表計算ソフトを使う 

ワープロソフトを使う 

スライド作成ソフトを使う 

画像・動画・音楽データを作成・編集するソフトを使う 

プログラミング言語を使う 

デジタルコンテンツを作成・加工する 

デジタル環境で他の人と情報やデータを共有する 

デジタル環境を利用して他者と協力する 

自分のデジタル履歴を管理・削除する 

デジタル環境における不正から身を守る 

デジタル環境での適切なエチケットを理解している 

利用規約やライセンスなど、デジタル環境に関する法やルールを理解する 

デジタル環境の使用に伴う健康上のリスクを認識する 

デジタル環境が自然や気候に与える影響を認識する 

発生した技術的な問題に対する様々な解決策を見つけて適用する 

自分に不足しているデジタル・スキルを特定し、向上させる 

 

質問は以上です。ご協力誠にありがとうございました。 
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